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まえがき

国民が生涯にわたって学習する機会を求めている現状にてらして、中央教育審議会は平成2

年1月30日 「生涯学習の基盤整備について」答申し、同年6月29日 に 「生涯学習の振興のため

の施策の推進体制等の整備に関する法律」が施行 され、新 しい 「大学設置基準」(平 成3.7.1施

行)も それを踏まえている。こうした流れの中に、高等教育機関が地域の人びとの生涯学習推

進に寄与することに強い期待を寄せているところに時代の特徴を見る。翻っていえば、これは

高等教育機関としての大学は地域社会へ自らをどう開放するのか、どのような貢献が可能であ

るのかにかかわる問題であ り、大学は時代の要求にどう答えるのかを問われているのである。

本研究は本学が高度先端科学技術集積都市が形成されつつある 「関西学術文化研究都市(以

下学研都市)圏 に位置するとい う立地条件の下で、地域 レベルでの生涯学習支援システムを構

築する際に担 う本学の役割 と課題を、総合的に検討するための基礎データを得るために調査を

多面的に実施することに目的をおいている。

このような目的に沿って、具体的には、(1)学研都市圏住民対象のアソケー ト調査を実施 し、

住民一般の中でも積極的に関心を示す人たちの生涯学習需要、つまり、本学に対する 「教育需
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要」を可能な限 り絞 り込み把握する。そのため、生涯学習の経験や意欲、大学における生涯学

習と地域社会の関係などを問 うことにした。(II)生涯学習機会を提供する際に可能な人的 ・物的

な学内資源の点検と、教員の生涯学習についての意識調査を実施する。そ うして本学独 自の生

涯学習プログラムの研究 ・開発の着手を目指す。(m)生涯学習提供主体として、他の高等教育機

関や行政の動向を調査 し、今後のプラソニソグの基礎資料 とする。他の高等教育機関 として、

国内では先発科学都市に位置する筑波大学、生涯学習プログラムの研究 ・開発に秀でる早稲田

大学および昭和女子大学の場合について実施 したヒヤ リソグ調査を中心に考察す る。 また、ア

メリカの高等教育機関の地域住民に対するエクステソショソサービスについても、資料収集を

通じてその把握に努める。さらに、行政については、主 として学研都市圏を対象 とし、その生

涯学習に対する認識と地域住民に対する学習機会の提供の現状把握をね らいとした調査を実施

し、学習の機会提供に関 していかなる連携や協力関係の構築が可能なのかを総合的に検討する

ことに した。

今日、社会が21世 紀に向けてその規模と速さで大 きく変貌 しつつある。 「その変化の波の中

で教育 も、新たな在 り方が求められ」て、生涯学習体系へと移行 しつつある。 「生涯学習には、

個人の側からと、社会の側からの二つの方向からの要請がある。個人の側からは、人生をより

充実 したものとし、可能な限 り自己を実現 しようとする願望からくる要請があり、一方、社会

の側からは、急速に変化する社会の活力の維持 ・発展のために、その成員に耐えざる知識 ・技

術の収得を促さなければならないという要請がある」(社 会教育審議会 「生涯学習とニューメディ

ア 〔報告〕昭和62.4.28)。 こうした中で、高等教育機関を中心 とした地域 レベルでの生涯学習

支援ニシステムの構築とその運用に関する研究は大 きな意味をもつと思われる◎

調査の結果とそれに基づ く成果について、順序に以下の三つの題 目に分けて報告する。(1)

『奈良における地域住民の生涯学習の経験 と意識に関する調査研究』、(II)『教員の生涯学習に

対する意識の現状と課題』、(m)r生 涯学習提供主体の対応 ① 「国内と外国の高等教育機関の

場合」、② 「高等教育機関に対する生涯学習需要に関する調査一学研都市圏近隣の市町村を中

心に一』。(市 川良哉)

1奈 良における地域住民の生涯学習の経験と意識に関する調査研究

第1章 調査研究の概要

1.調 査の目的

今日、生涯学習を求める人々のニーズが広い範囲にわたって存在することは、 これまでに実

施されてきた各種の社会調査によって明らかにされている。

本研究は、こうした生涯学習をめぐる現実をふまえなが ら、 とりわけ高等教育機関である大

学が行 う生涯学習に対 して地域社会の人々が示す関心や期待の分析に調査研究の焦点をおいて

いる。そのため、本研究では、地域社会住民の学習行動や学習意欲の一般的な実態を調べるの

ではなく、地域の住民の中から比較的意識が高 く大学が提供するレヴェルの生涯学習に積極的
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な関心を示すと思われる層を析出 して、彼 らの学習経験や学習意識の実態 を把握 し、その構造

を解明す るという方針をとった。いいかえれば、大学における生涯学習が将来さらに本格的な

ものへと発展 していった場合、そこに参加 して くると予測される地域の住民層はどのような属

性や学習意識をもった人々であ り、またこうした人々が大学に期待する生涯学習の推進はどの

ような方向や内実のものであるのかを明らかにす ることが本研究の基本的な目的である。

2.調 査地域と調査地点

調査にあたっては、奈良大学が立地する奈良市内から、(1)大学の周辺地域 と(2)近鉄奈良線の

学園前駅とあやめ池駅を中心 とする地域、奈良市を除 く県内から、(3)大阪都市圏へのベ ッドタ

ウソとしての性格の強い生駒市 と(4)奈良の伝統的な地域性を残す郡山市の計4地 域を選び、こ

れらの各地域において合計23%tイ ソ トの調査地点を設定 した。

3.調 査の方法と期間

調査の実施にあたっては、学生調査員(奈 良大学学生)に ふたり1組 になって各調査地点を

回ってもらい、ラソダムに選んだ各戸を訪問 し、調査の趣 旨を説明 して、協力を依頼するとい

う方法をとった。調査票は記入後に用意 した封筒に入れて大学宛 に投函 して くれるように依頼

した。これは社会調査の方法 としては留め置き法 と郵送法の併用 ともいえるものであるが、こ

れによってまず、調査に一定の関心を示 し、調査票を受け取 ることを承諾 して くれる家庭が抽

出され、さらにそのうちの何割かが実際に調査票に回答 し、大学にあてて投函 して くれるとい

うプロセスをとって地域住民のなかから0定 の層が析出されていったということができる。

調査は、平成4年7月27日 から29日 の3日 間にわたって、上述の方法で調査票を配布 し、同

年8月8日 を投函の締め切 りとした。調査票の配布数は計23地 点のそれぞれにつき各100票

(ただし、2地 点については200票)つ つを配布 した。後述する調査票の回収率は学生調査員の依

頼に対 して調査票を受け取 って くれた数(こ れが各地点の配布数で合計2500票)を 母数 とした有

効回答票の比率である。

4.調 査票の回収結果

調査票の回収結果は、平成4年8月31日 現在で表1の ように集約 された。

表1.調 査票の回収率

調 査地域 調査票配布数 有効回答票数 回収率(%)

学園前駅 ・あやめ池駅周辺地域 900 355 39.4

奈良大学周辺地域 900 455 50.6

生駒市 300 175 58.3

郡山市
X11 110 27.5

合計 2,500 1,095 43.8
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なお、 これと並行 して奈良市内の他の地域で調査票200票 を配布する調査を別途に行い、有

効票121票 を得た。本稿の以下の分析では、郵送による回収票1095票 にこの121票 を加えた計12

16票を母数として集計を行っている。

(なお、調査票の集計 とデータ解析にあたっては、奈良大学情報処理セソターにおいてACO

S430-70を 利用 し、その際には当セソター所員の各先生方から貴重なご教示 とご指導を賜 った。)

5.回 答者の属性

今回、われわれの調査に対 して、調査票に回答 して くれた地域住民の属性は以下のように集

計された。

表2-1.性 別 表2-2.年 齢

実 数 構成比(%)

男 性 353 29.0

女 性 846 69.6

無回答 17 1.4

合 計 1,216 100.0

実 数 構成比(%)

29歳 以下 96 7.9

30～39歳 208 17.1

40歳 ～49歳 359 29.5

50歳 ～59歳 255 21.5

60歳 ～69歳 194 16.0

70歳 以上 83 …

無回答 21 1.7

合計 1,216 100.0

表2-3.性 別 と年齢

29歳 以 下 30歳 ～39歳 40歳 ～49歳 50歳 ～59歳 60歳 ～69歳 70歳以上 合計

男 性 9.1 14.2 15.1 21.3 26.1 14.2 100.0

女 性 7.6 18.7 36.3 21.4 12.1 3.9 100.0

(単 位%)

な お 、平均 年齢は男性48.4歳 、 女性42.3歳 とな り、全体 の平均年齢 は44.1歳 とな った。

表2-4.職 業 表2-5性 別 と職業

実 数 構 成比(%) 男 性 女 性
農業 ・林業 5 0.4 農業 ・林業 1.1 0.1
会社 ・工場 ・商店などに勤務 195 16.0 会社 ・官公庁

学校等の勤務者 55.4 14.5
家庭の主婦 542 44.6

商店などの自営業 64 5.3
家庭の主婦 一 64.4

官公庁 ・学校 ・団体などに勤務 70 5.8
自営業 8.5 4.0

教員 52 4.3

無職 25.3 10.7無職 179 14.7

その他 87 7.2 その他 9.7 6.3

無回答 22 1.8 合計 100.0 100.0

合計 1216 100.0
(単位%)

(単位%)
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表2-6.学 歴

実 数 構 成比(%)
中学 ・高校を卒業 511 42.0

大学 ・短期大学 ・高専を卒業 582 47.9

短大 ・大学 ・大学院に在学中 71 5.8

その他 30 2.5

無回答 22 1.8

合計 1216 100.0

(単 位%)

な お、男性では大学 ・短大卒業の高等学歴者 が60.5%と な り、 中学 ・高校卒業者 は31.3%と

な ったの に対 し、女 性では高等学歴者43.8%、 中等学歴 者47.6%と な った。

第2章 生涯学習の経験と意欲

1.学 習の方法や場所からみた生涯学習の経験

今回の調査結果では、回答者の9割 以上が既に何 らかの学習を経験 しているが、こうした学

習経験を学習した場所や方法の種類について分析す ると以下のような結果になった。

まず、性別とのクロス集計は表3-1の ようになった。

表3-1性 別

県、市町村、公
民館などの主催
する講座 ・行事

カル チ ャー ・セ

ソターや文 化教

室な ど

大学な ど

の公 開講 座

会社など

職場の研修会

サークル、婦人会、

老人会、PTAな ど
の学習活動や講演会

学校以外の

民間の通信教育

図書館にいって

調ぺものをした

男性 28.9 26.2 12.5 42.5 21.5 20.7 38.8

女性 53.1 53.7 11.2 16.9 62.5 29.7 34.4

(単位%)

これをみると、女性の経験率は、県や市町村等が主催する講座 ・行事、民間のカルチャーセ

ソターや文化教室、サークルや婦人会 ・老人会等の学習活動などで高 く、女性の回答者の過半

数がこうした所に行ったことがあると答えている。他方、男性では企業等の職場の研修会に参

加 した者の比率が高い。 このほか、民間の通信教育でも女性の経験率が高 く、また図書館を利

用 した学習経験や大学などの公開講座への参加経験については男女差がほとんどみられないも

のになっている。

学習経験を年齢別にみたものが表3-2で ある。

表3-2年 齢

県、市町村、公
民館などの主催
する講座 ・行事

カル チ ャー ・セ
ソターや文 化教

室 など

大学 など

の公 開講座
会社 など

職場の研修会

サークル、婦人会、

老人会、PTAな ど

の学習活動や講演会

学校以外の

民間の通信教育

図書館にいって

調べものをした

29歳以下 17.7 40.6 11.5 26.0 14.6 33.3 51.0

30歳 代 37.5 50.0 6.7 26.9 53.4 34.1 41.8

40歳 代 52.1 52.1 10.9 22.8 63.0 27.6 36.5

50歳 代 49.4 44.3 13.3 27.8 52.2 27.8 30.2

60歳 代 45.4 36.6 14.4 23.7 38.7 19.1 27.8

70歳以上 65.1 38.6 13.3 13.3 53.0 15.7 32.5

平均年齢 46.4 43.1 46.4 43.1 44.6 41.5 41.9

(単位%)
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経験率が高かった学習形態のうち、県や市町村等の主催する講座 ・行事については、40歳 代

で経験率が上昇 し、30歳 代と40歳代以上 との間に段差がみられ、かつまた30歳代 と29歳以下の

間にも大 きな格差がみられる。そして、中高年者の間でもとくに70歳以上の年層の数値がきわ

だって高い。これに対 して、民間のカルチャーセソターや文化教室などでは、こうした年齢と

の関連は明確ではない。 ここでは比較的若い層である30歳代と40歳代の経験率が高 く、50歳 代

がそれらについでいるが、60歳 以上では数値はい くぶん低下する。サークルや婦人会 ・老人会

などの地域の学習活動では30歳代から経験率が高 くなるが、とくに40歳 代の経験率が目立って

高い。大学などの公開講・座の経験率には年齢による顕著な差異は認めがたい。また、会社等の

職場の研修会についても同様である。学習形態の うち、29歳 以下の若い層がよく経験 している

のは民間の通信教育と図書館での調べ物である。前者では、20歳代と30歳代、40歳 代と50歳代、

60歳代、70歳以上というように4つ の段階で層別されるかたちで数値が推移 し、また後者では

60歳代までは年齢層が高 くなるにつれて経験率が低下するが、70歳 以上でふたたび数値が上向

いている。

次に、職業別にみたものが表3-3で ある。

表3-3職 業

県、市町村、公
民館などの主催
する講座 ・行事

カル チャー ・セ
ソ ター や文化 教

室 な ど

大学など
の公開講座

会社など

職場の研修会

サークル、婦人会、

老人会、PTAな ど
の学習活動や講演会

学校以外の
民間の通信教育

図書館にいって

調ぺものをした

農業 ・林業 80.0 0 0 40.0 40.0 40.0 20.0

会社 ・官公 庁
・学校 に勤務 30.9 36.0 11.7 47.6 27.1 29.7 37.2

家庭の主婦 57.4 56.1 9.6 11.4 71.2 30.1 32.5

自営業 28.1 35.9 6.3 32.8 39.1 20.3 31.3

無職 49.2 40.2 12.8 15.1 40.8 16.8 31.3

その他 34.5 40.2 25.3 31.0 35.6 25.3 64.4

(単位%)

ここでは、家庭の主婦の経験率が、地域の学習活動、地方 自治体等の講座 ・行事、民間のカ

ルチャーセソターや文化教室などで高い数値を示 していることが注 目される。 これらの学習形

態では、無職の経験率 も高いが、無職では自治体等が提供す る公共の学習機会に比べるとカル

チャーセソターなど民間の生涯学習機会を利用 した者の比率は約10ポ イソトほど低い。この無

職の経験率は民間の通信教育でも低 く、ここでは費用の問題が要因になっているのではないか

と推測される。他方、企業や団体 ・学校の勤務者は職場での研修会をよく経験 しているほか、

民間の通信教育の受講者も比較的多い。大学などの公開講座をみると、主婦の経験率が低 く、

会社等の勤務者の数値をやや下回ており、かつここではやは り費用が安いためか無職の人の経

験率が比較的高い。自営業者については、地域の学習活動の経験率が比較的高 く、 こうした一

部の自営業者層が地域活動の担い手 となっているという一面があるようである。 自営業者には

カルチャーセソターのような民間の有料の学習機会を利用する者もかな りいるし、また職業上

の研修会に参加 している者や民間の通信教育を受講 している者も比較的多い。図書館の利用率
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には、 「その他の職業(学 生を含む)」 を除 くと、職業 に よる差 はほ とんどみ られない。

学歴 をみ ると、表3-4の よ うにな る。

表3-4学 歴

県、市町村、公
民館などの主催
する講座 ・行事

カルチ ャー ・セ

ソ ター や文化 教

室 な ど

大学など
の公開講座

会社など

職場の研修会

サークル、婦人会、

老人会、PTAな ど
の学習活動や講演会

学校以外の
民間の通信教育

図書館にいって

調べものをした

中学・高校卒業 49.5 40.1 7.6 20.7 57.1 23.3 24.9

短大・大学卒業 45.0 51.2 14.4 27.8 45.9 29.7 43.5

短大 ・大学等

に在学中
33.8 47.9 16.9 19.7 45.1 35.2 49.3

そ の 他 33.3 33.3 6.7 33.3 40.0 23.3 33.3

(単位%)

県や市町村等が主催する講座 ・行事では、中学 ・高校卒業者のほうが高等学歴者よりも経験

率がやや高い。地域の学習活動では こうした差がさらに大きくなっている。他方、民間のカル

チャーセソターや文化教室では高等学歴者の経験率が中学 ・高校卒業者 よりも高い。後者の傾

向は民間の通信教育の受講、大学などの公開講座への参加、図書館の利用、職場の研修会への

参加でもみられる。 このほか、民間のカルチャーセソターや文化教室、地域の学習活動、民間

の通信教育、大学などの公開講座、図書館の利用では、短大 ・大学等に在学中の者の経験率が

比較的高い数値を示 している。

2.学 習内容からみた生涯学習の経験と意欲

今回の調査では、同 じ学習内容について、経験の有無と意欲の有無を質問した。ここでは、

つぎにこれらの質問に対する回答結果の集計を比較検討する。それによって、学習行動の実態

と学習ニーズの所在についてさらに明らかにしていきたい。

まず、性別についてみたものが表3-5で ある。

表3-5性 別

教養を高めたり、

趣味に関するもの

職業や収入を得る

のに役立つもの

家庭や日常の生活

のために役立っもの

育児や子供のしつけ

教育に役立つもの
外 国 語

職業と1濃係ないが、

ポラソティアなど

社会に出て活 動

するのに役立っもの

スポーツ・レクリェー

ショソ・体力づくり

男性
学習経験あり 60.9 33.4 16.4 5.1 15.9 10:5 28.6

学習意欲あり 81.0 24.1 23.2 4.8 24.4 21.8 36.3

女性
学習経験あり 74.2 20.1 39.0 38.4 13.4 14.5 42.0

学習意欲あり 78.5 21.6 35.9 15.1 28.6 28.0 37.9

(単位%)

学習経験と学習意欲の両方で最も高い数値を示 しているのは男女ともに教養や趣味に関する

学習であるが、経験率は女性のほうが男性よりもかなり高い数値となっている。 しか し、この

種の学習に対する意欲をみると男女差はほとんどな く、男性では経験率との落差が大 きい。

性差が明確に認められるものは、実生活にかかわる実利的な学習である。そのうち職業や収

入のための学習では男性の方がより高い経験率を示すが、学習意欲ではほとんど男女差はな く、
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かつ男性では学習の経験が意欲を上回っている。他方、家庭生活や子育てに関する学習では女

性の経験率が男性のそれをはるかに上回っている。ただ し、女性の場合には、これらの学習の

意欲が経験 よりも低い数値になる。そのうち、子育てに関する学習については、加齢による経

験率の蓄積が考えられ、またその学習意欲については女性のライフサイクルとの関わりが大 き

いものと推察される。

このほか、スポーツや体力づくりの経験率で大 きな男女差が認められる。ただし、これに対

する意欲の点ではほとんど差がなく、ここでも男性の側で大きな経験と意欲の落差があらわれ

ている。

さらに、こうした経験 と意欲の落差が大 きいものは、男女ともに外国語とボラソティアなど

社会活動のための学習である。 とりわけ、後者の学習ニーズの存在は地域社会参加 と生涯学習

との接点を意味す るものであり、こうした学習について経験と意欲との落差がみられることは、

今後の生涯学習の課題について示唆するとともに、生涯学習が社会的な事業として発展 してい

くための方向について示唆す るものであろう。

年齢との関連は表3-6の ようになった。

表3-6年 齢

教養を高めたり、

趣味に関するもの

職業や収入を得る

のに役立つもの

家庭や日常の生活

のために役立つもの

育児や子供のしっけ

教育に役立つもの
外 国 語

職業とは関係なL・が、

ボラソティアなど

社会に出て活動

するのに役立つもの

スポーツ・レクリェー

ショソ・体力づくり

29歳以下

学習経験あり 61.5 29.2
・ …

14.6 19.8 10.4 36.5

学習意欲あり 70.8 33.3 31.3 18.8 39.6 15.6 53.1

30歳 代
学習経験あり 63.0 34.1 34.1 39.4 16.8 10.6 44.7

学習意欲あり 79.8 38.0 37.4 28.4 38.9 19.2 43.8

40歳 代
学習経験あり 71.4 23.1 37.6 43.7 15.9 14.5 43.7

学習意欲あり 77.4 24.8 30.4 13.4 34.5 36.5 38.7

50歳 代
学習経験あり 73.7 20.0 33.7 22.7 12.5 14.1

・ …

学習意欲あり 80.4 15.7 33.3 2.0
・ …

26.3
・ …

60歳 代

学習経験あり ?1.6 19.6 25.3 11.3 9.3 13.4 27.3

学習意欲あり 83.5 12.4 26.8 3.6 13.4 22.? 28.9

70歳以上
学習経験あり ?9.5 15.7 33.7 12.0 8.4 15.7 22.7

学習意欲あり 80.7 3.6 31.3 8.4 12.0 19.3 15.7

(単位%)

教養や趣味に関す る学習の経験 率は40歳 代で上昇 し、50歳 代と60歳代で同様の数値を示 し、

70歳以上でさらに上昇す る。 これに対 して学習の意欲は30歳 代から高 くなり、それ以上の年層

と29歳以下の年層のあいだに段差が認められる。 したがって、学習の経験と意欲との落差は30

歳代で最 も大 きくなるが、この落差については29歳 以下の年層で も約10ポ イソトほどの数値が

示されており、他の年層とのあいだに差はみられない。経験率については、加齢による経験の

蓄積を考慮 しなければならないが、職業や収入のための学習、子育てに関する学習、外国語の
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学習、およびスポーツや体力づくりについては比較的若い年層で経験率が高い。

これらのうち、職業や収入のための学習では29歳 以下 と30歳代の年層でとくに経験率が高 く、

かつ学習意欲もこの年層で高 くあらわれてお り、他方高齢者ほど学習意欲も低い数値になる。

また、子育てに関する学習では40歳代 と30歳代で経験率が高 く、意欲は40歳 代、20歳 代、30

歳代の順で高 くなるが、50歳 以上では大幅に低下する。この学習意欲については、とくに子育

てを主要な軸 として経緯する女性のライフサイクルとの関連で説明できるものと思われる。学

習経験は既に大半が子育てを終えていると推定 される50歳以上の年層で低下するが、このこと

は高齢の世代では子育てに関する知識が親族や近隣の人間関係を通 した世代間伝達のかたちで

習得され、いわゆる学習の必要は少ないか、あるいは学習として意識され ることがなかったこ

との結果ではないかと推察 される。

子育て以外の家庭生活に関す る学習では29歳 以下と30歳 以上の年層の間に経験率の大 きな差

が認められるが、それ以外の点ではライフサイクルとの明確な関連はみられないようである。

外国語の学習は意欲の点で も若い年層ほど数値が高 くなり、かつ経験と意欲の落差 も若い年

代にいくほど大 きい。 この外国語の学習にたいする意欲は50歳以上 とそれ以下の年層の間に大

きな段差がみられ、他方経験率はかなり低い数値で推移 しているため、経験と意欲との落差 も

この40歳代と50歳代の間で顕著な変化を示 している。

スポーツや体力づくりでは、30歳 代と40歳代で最 も経験率が高 く、60歳 以上の年層になると

大きく数値が低下する。 これに対する意欲は29歳 以下が最も高 く、高齢になるにしたがって低

下 してい く傾向が認められる。経験 と意欲との落差は、過半数がや りたいと答えた29歳 以下で

約17ポ イソ トとい う高い数値があらわれているが、それ以外の年層ではほとんど認めることが

できない。

ボラソティアなど社会活動に参加す るための学習では、40歳 以上の各年層でそれ以下の若い

年層に比較 して経験率がやや高 くなる。学習意欲の点では40歳代が最も高 く、50歳 代がこれに

ついでいるが、その間には約10ポ イソトの差があ り、意欲と経験の落差も40歳代で最 も顕著に

あらわれている。50歳 代 とこれ以外の年層、およびこれ らの各年層相互の間には学習意欲につ

いては比較的小さな差 しかない。ただ し、意欲 と経験の落差は40歳代で20ポ イソ トを超えてい

るほか、30歳 代から60歳代にかけての各年層でいずれも10ポ イソ ト前後の数値 となっており、

この種の学習ニーズが年齢の うえではかなり広い範囲に分布 して存在することが示されている。

職業との関連をみたものが表3-7で ある。
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表3-7職 業

教養を高めたり、

趣味に関するもの

職業や収入を得る

のに役立つもの
家庭や日常の生活

のために役立つもの

育児や子供のしつけ

教育に役立つもの
外 国 語

職業とは関係ないが、

ボラソティアなど

社会に出て活動

するのに役立っもの

スポーツ・レクリェー

ション・体力づくり

学習経験あり 80.0 0
・ …

0 17.8 0 20.0
農業・林業

学習意欲あり 100. 20.0 40.0 0 0 20.0 40.0

会社・官公庁

・学校に勤務

学習経験あり 60.9 33.1 34.1 16.1 16.8 11.4 33.4

学習意欲あり 77.9 26.2 24.3 7.9 30.6 23.7 40.4

学習経験あり 76.0 18.5 37.6 44.6 15.9 14.8 45.0
家庭の主婦

学習意欲あり 79.7 22.3 39.5 16.4 28.4 29.5 37.5

学習経験あり 56.3 26.6 33.7 12.5 12.5 17.2 42.2
自営業

学習意欲あり 70.3 25.0 21.9 9.4 32.8 25.0 48.4

無職
学習経験あり 74.3 15.6 25.3 11.2 9.3 10.6 25.7

学習意欲あり i・ ・ 6.? 26.8 6.1 15.6 20.? 27.9

その他
学習経験あり 69.0 40.2 33.7 24.1 8.4 14.9 36.8

学習意欲あり 72.4 39.1 33.3 16.1 31.0 26.4 40.2

(単位%)

ここでは極 く少数であった農業 ・林業(実 数で5名)は 除外 して考察す ると、まず、教養や

趣味に関する学習で無職 と家庭の主婦の経験率が勤務者や自営業などの有職者に比べてはるか

に高い数値になっていることが目をひ く。ただ し、学習意欲の点では主婦と有職者の間にそれ

ほど大 きな差はなく、そのため意欲 と経験の落差は有職者のほうでより顕著なかたちであらわ

れている。これに対 して無職の場合には、学習の経験率も高いが、意欲をもつ者の比率はそれ

をはるかに超える極めて高い数値になってお り、意欲と経験の落差 も有職者とさして大 きな差

のないものになっている。すでにみたように今回の回答者のなかの無職には高齢者が多くおり、

先の年齢別分析の結果をあわせて考えるならば、こうした無職の高齢者層は収入やそれを得る

機会にそれほど関心を示さない人々ということになる。こうした人々は職業生活を退いた後に

も経済的には余裕のある老後生活を送 っている高齢者層であると考えられる。あるいは古い価

値観や教育観をもつ高齢者においては、学齢期以後の学習を職業や収入と結びつけて考える観

念が希薄であるのかも、しれない。おそらく、こうしたふたつの側面がともにあるものと考えら

れるが、もし前者の側面が大 きいとするならば、今 日の生涯学習は実践的にもニーズのうえで

も高齢者を主要な担い手のひとつとして展開されているにせよ、その実態は家族 との同居率の

高さが示すように家庭的に恵まれてお り、かつ経済生活のうえでも余裕のある豊かな老人たち

であるということになる。 これ以外の実利的な学習のうち、子育てのための学習では、経験率

の点で も学習意欲の点でも当然のことながら主婦で最 も高い数値があらわれているが、他方家

庭生活一般に関す る学習ではこのような差異は明確ではない。ただし、有職者では経験率が学

習意欲をもつ者の比率を上回るのに対 して、主婦と無職の場合にはこのふたつの数値の問に差

がほとんどみられないものになっている。
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次に外国語の学習では、勤務者と主婦の経験率がほぼ同様の数値を示 し、自営業や無職より

もやや高いとい う結果になっている。学習意欲は有職者 と主婦でほぼ同じ程度であ り、無職で

はこれらに比較すると低い数値となるが、外国語の学習では、無職を含めてどの職業について

も学習の経験と意欲の落差がかなり明確にあらわれている。こうした外国語学習をめ ぐる意欲

の高さや経験率との落差は、今回の調査のサソプル集団の全体についても指摘できる点であり、

今日の生涯学習ニーズの所在について示唆するものといえよう。

スポーツや体力づ くりをみると、主婦と自営業者の経験率が高いが、主婦ではこれをやって

みたいという意欲のある者は経験者の数を下回るのに対 して、自営業者では意欲をもつ者の比

率が経験率をさらに上回っている。勤務者では意欲をもつ者の比率が自営業についで高 く、自

営業者と同様に経験 と意欲との落差がかな り明確にあらわれている。先にみた年齢別比較 とあ

わせて考えるならば、スポーッや体力づ くりに対する関心には、 レジャーとしての要素 と健康

の維持や管理という要素の2つ の側面があ り、さらに主婦が大半を しめる女性の場合には前者

の要素に美容という自己の身体に対するもうひとつのまなざしが加味されるものと推察 され、

現状においては前者の要素が時間的余裕等の条件と関連 しつつ、より行動化 しやすい動機づけ

要因として作用 しているのではないかと考えられる。高齢者の多い無職で経験率もや りたいと

いう意欲もともに低いことは、先に述べたように、生涯学習に積極的な高齢者層は家庭的にも、

経済的にも恵まれた境遇にあると同時に、健康や体力の点でも問題のない人々であることを示

唆 しているように思われる。

ボラソティアなど社会活動に参加す るための学習では、 自営業の経験率が比較的高 く、主婦

がそれにつぎ、勤務者と無職の経験率がほぼ同 じとい う結果となっている。学習意欲の点では

主婦で高い数値が出てお り、学習の経験と意欲の落差も主婦で大 きくなっているが、こうした

落差は有職者や無職でも10ポ イソ トほどあり、先の外国語とともにサソプル集団の全体につい

てもかな り明確な数値として認められるものである。前にも述べたように、この種の学習ニー

ズは、生涯学習を地域社会参加や コミュニティ形成、あるいは福祉社会化や高齢化社会への対

応など今日の社会的実践課題へと架橋するものであり、その所在があらためて確認 されたこと

は今回の調査の主要な成果のひとつといえるだろう◎

最後に学歴別に比較 したものが表3-8で ある。

表 ・.学 歴

教養を高めたり、

趣味に関するもの

職業や収入を得る

のに役立つもの

家庭や日常の生活

のために役立っもの

育児や子供のしっけ

教育に役立つもの
外 国 語

職業とは関係ないが、
ボラソティアなど

社会に出て活動する
のに役立っもの

スポーツ・レクリェー

ショソ体力づくり

中学・高校

を卒業

学習経験あり 69.3 18.4 34.6 28.0 7.s 12.9 35.6

学習意欲あり 79.6 19.2 35.0 10.0 18.6 25.6 34.1

短大・大学

を卒業

学習経験あり 71.3 28.5 1 28.5 19.4 13.6 38.5

学習意欲あり :1 24.2 29.4 14.1 34.0 27.1 39.5

短大・大学等

に在学中

学習経験あり 74.6 21.1 26.8 31.0 15.5 12.7 52.1

学習意欲あり 71.8 26.8 32.4 11.3 32.4 22.5 54.9

その他
学習経験あり 56.7 36.7 40.0 36.7 13.3 13.3 36.7

学習意欲あり 56.7 30.0 40.0 13.3 33.3 26.7 20.0

(単位%)
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ここでは中学 ・高校卒業者と短大 ・大学卒業者 との比較に焦点をおいて分析を行 ってい く。

教養や趣味に関す る学習、子育てのための学習、社会活動に参加す るための学習の3つ の学

習については、学習の経験についても、意欲についても学歴による差異はみられない。学歴と

の関連性がはっきりと認められるのは、職業や収入のための学習 と外国語の学習である。これ

らの学習ではともに高学歴者の方で経験 も意欲も高 くあらわれているが、学歴による格差がよ

り顕著にみられるのは外国語の学習である。この外国語を学習 したい意欲は中学 ・高校卒業者

の間でもある程度の広が りを示している。 しか し、中学 ・高校卒業者では、実際に学習を行っ

た者は極 く少数になる。高学歴者の場合には、約20%が 学習の経験をもつが、意欲をもつ者の

比率はさらに高い数値とな り、経験と意欲との落差が大 きい。ただ し、経験と意欲の落差は中

学 ・高校卒業者でもかな り大きく、この意味では外国語にたいする学習ニーズは学歴のいかん

にかかわらず、広 く分布 しているといえる。職業や収入のための学習では、学習の経験で約10

ポイソトの差がみられるが、学習の意欲ではこの差は5ポ イソ トと小さくなっている。

このほか、家庭生活に関する学習とスポーツや体力づくりについても、学歴による格差とい

えるものが認められ、前者では学習の経験も意欲もともに中学 ・高校卒業者の方で数値が高 く、

後者では反対に高等学歴者の数値が高いという結果が示 されている。ただし、 こうした点につ

いては、性別や年齢など他の属性変数による媒介作用があるものと考えられ る。

第3章 大学における生涯学習と地域社会

1.大 学に希望する生涯学習の提供形態

大学が生涯学習機会の提供主体 となってい くことに対 しては、9割 以上の者が賛成 している。

そこで賛成した者に対 しては、さらに彼 らが大学に希望する生涯学習の形態について質問した。

ここでは、この質問にたいする回答結果を回答者の属性との関連を分析する角度から検討 して

みよう。

まず、性別 との関連は表4-1の ようになった。

表4-1.性 別

社会人が大学に入学
し、大学の卒業資格

を 取 れ る 制 度

社会人が大学の授業を

聞いて単位を取れる制度

社会人のための夜間授業
・スポーツ敷室

大学を会場にした公開講座
・スポーツ教室

大学外の会場を利用した

公開講座・スポーツ教室

夏期大学のように
一定の期間に集中的

に行 う公開講座

男 性 14.6 25.5 22.0 59.6 24.8 33.8

女 性 24.2 28.7 22.3 65.1 19.9 37.1

(単位%)

男女ともに希望する者が最も多いのは、 「大学を会場にした公開講座 ・スポーッ教室」であ

り、 「夏期大学のように一定の期間に集中的に行 う公開講座」がこれにつ ぐという結果になっ

ている。また、 「大学の単位が取得できる制度」には男女差がみられないが、 「大学の卒業資

格をとれる制度」には10ポ イソ トほどの男女差がみられる。 これらの数値は大学での生涯学習

を実際に経験 した者の比率を大きく上回るものである。 こうした大学での生涯学習への指向性

は、まず時間のうえでも費用のうえで も比較的小 さなコス トしか要 しない公開講座のようなも
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のに向けられ、さらにすすむと単位や卒業資格の取得をもとめる本格的な学習ニーズにまで発

展 してい くものと推察され、かつこうした傾向は現状では女性によって先導 されているものと

思われる。

ただし、ここでは同 じ公開講座 ・スポーッ教室でも大学を会場とするものに比べると、学外

で行なわれるものにたいしては希望する者が少な く、 「大学の卒業資格をとれる制度」(女 性

の場合)や 「単位が取得できる制度」(男 女とも)の 数値をさえ下回るという点に注 目してお く

必要があるだろう。 このことは、大学での生涯学習に対す る回答者の関心が既に彼 らの大半が

経験が している行政の講座や民間のカルチャーセソター等のレヴェルを越えた内容をもとめる

質的な高さをもつものとなっている反面において、こうした大学に対する人々の指向性が多 く

は 「大学に行 って何かを学んでみたい」という意識を越 えるものではないことを示唆 している

ように思われるのである。

次に、年齢 との関連については表4-2の ようになった。

表4-2.年 齢

社会人が大学に入学
し、大学の卒業資格
を 取 れ る 制 度

社会人が大学の授業を

聞いて単位を取れる制度

社会人のための夜間授業

・スポーツ教室

大学を会場にした公開講座

・スポーツ教室
大学外の会場を利用した

公開講座・スポーッ教室

夏期大学のように
一定の期間に集中的

に行 う公開講座

29歳 以下 25.3 24.1 26.4 58.6 18.4 50.0

30歳 代 29.0 32.5 33.3 65.5 16.0 36.1

40歳 代 23.7 32.5 26.0 71.0 17.5 35.3

50歳 代 16.5 24.3 17.8 65.2 21.3 19.0

60歳 代 16.6 21.5 12.3 54.6 32.5 ,,・

70歳 以上 9.7 19.4 5.6 44.4 30.6 44.2

(単位%)

「大学を会場に した公開講座 ・スポーツ教室」に対 して、40歳 代で希望者がとくに多 く、 こ

の年層を中心に中年層でこの種の学習ニーズが高 く現れていることが目をひ く。大学の単位や

卒業資格が取得できる制度では、50歳 代で数値が目立 って低下 し、それ以上の年層では高齢に

なるほど希望者が少なくなる。高齢者の数値は、奈良大学の地理的条件のため時間的な コス ト

が比較的大きい夜間授業等でも低下 していることをあわせて考えるならば、 こうしたことは加

齢にともなう体力や気力の低下の結果 とも解することができる。 しか し、高齢者層が学外での

公開講座や夏期大学などに対 しては積極的であることをみるならば、高齢者には制度や資格に

とらわれることな く学習 したいとする内面的な欲求をもつ人々が多 くいることを示唆 している

とも解釈できる。

職業 との関連は表4-3の ようになった。
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表4-3.職 業

社会人が大学に入学
し、大学の卒業資格
を 取 れ る 制 度

社会人が大学の授業を

聞いて単位を取れる制度

社会人のための夜間授業
・スポーツ教室

大学を会場にした公開講座
・スポーツ教室

大学外の会場を利用した

公開講座・スポーツ教室

夏期大学のように
一定の期間に集中的

に行 う公開講座

農業 ・林業 25.0 0 0 75.0 0 50.0

会社 ・官公庁
・学校に勤務 17.1 29.1 27.4 66.6 20.7 36.1

家庭の主婦 24.8 28.6 20.2 66.7 19.8 35.3

自営 業 24.1 15.5 39.7 56.9 29.3 19.0

無 職 12.2 23.1 12.2 55.8 22.4 40.8

そ の他 31.2 35.1 22.1 51.9 24.7 44.2

(単位%)

ここでは、卒業資格を取得できる制度を希望する者は主婦 と自営業者で多いこと、単位を取

得できる制度を希望する者は会社や学校等の勤務者と主婦および無職で多いこと、また自営業

者には夜間の授業 ・スポーツ教室を希望する者が比較的多いことなどが目につ く点であろう。

学歴については表4-4の ようになった。

表4-4.学 歴

社会人が大学に入学
し、大学の卒業資格
を 取 れ る 制 度

社会人が大学の授業を

聞いて単位を取れる制度

社会人のための夜間授業

・スポーツ敦室
大学を会場にした公開講座
・スポーツ教室

大学外の会揚を利用した

公開講座 ・スポーツ教室

夏期大学のように
一定の期間に集中的

に行 う公開講座

中学・高校卒業 22.1 25.4 19.2 62.0 20.3 29.8

短大・大学卒業 20.4 29.4 25.0 66.1 22.9 40.9

短大・大学等
に在学中 30.2 33.3 20.6 57.1 11.1 42.9

そ の 他 14.3 21.4 14.3 50.0 25.0 25.0

(単位%)

中学 ・高校卒業者と短大 ・大学卒業者の間に大 きな数値の差はみられないが、卒業資格 を取

得できる制度を除 くと高等学歴者の方が全体として より積極的な傾向を示すといえるようであ

り、とくに夏期大学等についてはその差が約10ポ イソ トと高 くなっている。短大 ・大学の卒業

者の場合には、夏休みの集中講義を受講 した経験などからこうした学習形態について具体的な

イメージを描 きやすいのではないかといった説明も可能と思われるが、 こうした学歴との関連

については他の属性要因や変数による媒介があることも考えられ、 さらに多様な側面からの分

析をふまえて考察 してい くことが必要 と思われる。

2.大 学に対する地域社会住民の関心

今回の調査では、奈良大学が 「地域に開かれた大学」 となるためにはどのようなことが望ま

れるかを質問す ることによって、回答者が地域社会の住民 としての立場から大学に対 して期待

し、求めているニーズについて探ってみた。その結果は以下のように分析された。

まず、性別 との関連は表4-5の ようになった。
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表4-5.性 別

「生涯学習セソター」

をつくり、生涯学習に

関する情報を提供する

音楽会・演劇・展覧会
・サークル活動など地域

の人々も参加できる

催 しや行事を開 く

子供の敷 育や家庭
の問題などで悩みを

かかえている人のために

相 談 室 を設 け る

地域 の伝 統的な

文 化(財)の 保存

に 貢 献 す る

体育館やグラウソドな
どの施設を利用 して、
地域の人々のスポーツ活動
や体力づくりを指

導する

その他
「地域に開かれた大学」

という理念に反対だ

男性 52.4 45.6 12.2 34.s 31.2 3.1 o.s

女性 49.6 50.8 16.8 29.1 28.3 2.0 0.5

(単位%)

男女ともに、 「生涯学習に関す る情報の提供」と 「地域の人々も参加で きる催 しや行事」と

いう回答が多 く、これらについで 「地域の伝統的な文化(財)の 保存に貢献」 と 「体育館やグ

ラウソ ドを利用 したスポーッや体力づ くりの指導」が多い。また、 「子供の教育や家庭問題の

ための相談室」についても男女間に大 きな違いはみられない。ただ し、 「地域に開かれた催 し

や行事」 と 「子供の教育や家庭問題の相談室」では、女性の方で数値がやや高い。反対に、男

性の方で数値が高いものは 「地域の伝統的な文化(財)の 保存」である。

年齢については表4-6の ようになった。

表4-6.年 齢

「生涯学習センター」

をっくり、生涯学習に

関する情報を提供する

音楽会・演劇・艮覧会
・サークル活動など地域

の人々も参加できる

催 しや行事を開 く

子供の教育や家庭
の問題などで悩みを

かかえている人のために

相 談 室 を 設 け る

地域の伝統的な

文化(財)の保存
に 貢 献 す る

体育館やグラウソドなど
の施設を利用 して、
地域の人 の々スポーツ
活動や体力づくりを指導す
る

その他
「地域に開かれた大学」

という理念に反対だ

29歳 以下 36.5 fi3.5 19.8 Zs.4 45.8 1.0 2.1

30歳 代 44.7 63.0 16.8 22.6 41.3 4.8 0.5

40歳 代 55.7 54.9 11.7 32.9 28.4 2.2 0.3

50歳 代 51.8 40.4 12.5 32.5 22.0 2.4 0.4

60歳 代 52.1 35.1 ls.s 36.6 26.3 1.5 0.5

70歳 以上 50.6 34.9 24.1 27.7 12.0 0 0

(単位%)

若い年層では 「地域に開かれた催 しや行事」 と 「スポーツや体力づ くりの指導」が多いのに

対 して、年配者には 「生涯学習情報の提供」が多い傾向がみられる。また、 「地域の伝統的な

文化(財)の 保存」 とい う回答は40歳 代から60歳 代にかけて多い。 さらに興味深いことは、

「子供の教育や家庭問題の相談室」の数値が若い層と高齢者層で高 くなることである。このこ

とは、大学の地域に開かれた相談室機能が育児や小さな子供の教育の問題と高齢者問題という

2つ のベクトルが交錯するかたちで地域のニーズとして浮かび上がってきていることを意味す

るものと解せよう。 とりわけ、後者の問題は当事者たる高齢者が自らの問題として自覚するか

たちで援助を大学に対 して求めていることにな り、生涯学習とともに地域開放とい う点でも大

学に高齢化社会への対応を期待する社会のまなざしがほの見えているかのようである。

次に職業との関連は表4-7の ようになった。
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表4-7.職 業

「生涯学習セソター」

をっくり、生涯学習に

関する情報を提供する

音楽会・演劇・展覧会
・サークル活動など地域

の人々も参加できる

催 しや行事を開 く

子供の教育や家庭
の問題などで悩みを
かかえている人のために

相談室を設 ける

地域の伝統的な

文化(財)の保存
に 貢 献 す る

体育館やグラウソドなど
の緬設を利用して、
地域の人々のスポーツ活動
や体力づくりを指

導する

その他
「地域に開かれた大学」

という理念に反対だ

農業 ・林業 60.0 40.0 20.0 20.0 40.0 0 0

会社 ・官公庁
・学校等に勤務 55.5 50.5 14.8 33.4 33.8 3.5 o.s

家庭の主婦 50.2 53.1 14.4 27.5 29.0 1.8 0

自営 業 37.4 45.3 15.6 31.3 35.9 0 1.6

無 職 51.4 38.0 19.6 35.2 20.7 0.6 0

そ の 他 41.4 49.4 13.8 33.3 26.4 6.9 3.4

(単位%)

ここでは、大学の相談室機能に対する期待が高齢者の多い無職で相対的に高い数値をとるこ

とが、先に述べたこととの関連で興味をひ く。これ以外には職業 との関連でとくに指摘できる

ことはないようである。

最後に、学歴 との関連は表4-8の ようになった。

表4-8.学 歴

「生涯学習セソター」

をっくり、生涯学習に

関する情報を提供する

音楽会・演劇・展覧会
・サークル活動など地域

の人々も参加できる

催しや行事 を開く

子供の教育や家庭

の問題などで悩みを

かかえている人のために

相談 室 を設 け る

地域の伝統的な
文化(財)の保存

に 貢 献 す る

体育館やグラウソドな
どの施設を利用 して、地域
の人々のスポーッ
活動や体力づくりを指
導する

その他
「地域に闘かれた大学」

という理念に反対だ

中学・高校卒業 50.7 46.2 14.7 28.0 27.4 1.4 0.6

短大・大学卒業 53.4 52.4 16.7 33.2 29.6 3.1 0.2

短大・大学等
に在学中 33.8 52.1 12.7 33.8 36.6 2.8 2.8

そ の 他 36.7 40.0 13.3 20.0 33.3 0 0

(単位%)

中学 ・高校卒業者 と短大 ・大学卒業者の間にとくに顕著な相異は認めがたいが、全体 として

高等学歴者の方が大学の地域開放 に対する期待や関心が高いといえるようである。

第4章 生涯学習の現状と展望

1.生 涯学習の実態

今回の調査票で複数回答をもとめた各問については、集計の際に回答の合計数をカウソトし、

それぞれ変数として設定 した。ここでは、前章までの分析結果をふまえながら、これらの構成

変数について検討 し、今 日の生涯学習の実態について考察 してみよう。

これ らの変数の平均値を算出す ると次の表5-1の ようになった。
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表5-1.平 均 数

(∠

OJ

FD

(∠

Q
ゾ

G

G

G

H

G

学習 した ことの数(場 所や方法)

学習 した ことの数(学 習の内容)

学習 したい ことの数

大学 で希望す る生涯学習の数

地域 に開かれ た大学 に期待す ることの数

平 均 値

2.4836

2.2344

2.3808

1.9432

1.7558

標 準 偏 差

1.5507

1.4002

1.2794

1.0929

1.1584

次にこれらの変数が相互にどのように関連 しているかを明らかにするため、 ピアソソの積率

相関係数を算出したところ、表5-2の ような相関マ トリクスが得 られた。

表5-2.相 関マ トリクス

GZG3G5H2G9

ハ　

つゆ

　
リ

ハ　

　
り

G

G

G

H

G

1.00000.7187**0.3597**0.2559**0.1492**

0.7187**1.00000.4404**0.3142**0.1891**

0.3597**0.4404**1.00000.3142*0.3160**

0.2559**0.2461**0.3142**1.00000.2849**

0.1492**0.1891**0.31600.2849**1.0000

**0.1%水 準で有意

ここでは、いずれの変数間にも有意のプラスの相関関係が認められるが、とりわけ、学習経

験数であるG2とG3の 間の相関係数が高い数値をとる。 このことは次のようなことを意味す

るものと解釈 される。すなわち、いろいろな学習の場所や方法を利用す る人は、それによって

さまざまな異なった内容の学習を行 う傾向があるのであって、ひとつの学習関心を充たすため

に複数のさまざまな学習機会が利用 されることはあま りない。このことは、人々の学習ニーズ

がその内容の点ではい くぶん不定形であり、それらが具体的な学習活動として表出化 されるに

あたっては、可能な学習機会がその方向や内実を規定 しているという側面がややあることを推

測させる。いいかえれば、不定形な学習意欲が潜在的な欲求として人々のあいだでたかまって

きてお り、それによって学習の機会が学習の内容に先行 し、前者が後者を決定 しているという

側面がかなり大きいように思われるのである。

さらにこの相関分析の結果から指摘できるもうひとつの点は、学習関心の広さをあらわすG

5が 、G2やG3な ど学習経験数 とかな り高いプラスの相関性を示 し、かつこの変数は大学に

希望する生涯学習形態の数(H2)と 大学の地域開放に関す る期待の数(G9)と も同 じ程度

の相関性を示す一方、G2お よびG3とH2お よびG9の 間にはより小さな相関関係 しかない

ことである。 このことは学習関心の広 さが学習意欲の拡散を意味するのではな く、その質的な

深 さにかかわる要因性をもった変数であることを示唆 しているようにも解 されるが、同時にこ

こには次のような学習過程の展開経路のあることが示唆されているようにも解 される。
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G2

↓↑ →G5→

G3

(学習 の経験)(学 習 の意欲 と関心)

H2

!1

G9

(大学の生涯学習や地域開放
にたいする期待 と関心)

こうしたプロセスが存在するならば、今日の生涯学習には意識 された学習関心や意欲 よりも

学習の機会が先行 し、それに応 じるかたちで何らかの動機づけによる学習行動が発現 し、それ

らがさまざまな要因により強化されることによって、さらにあらたな学習動機を形成 してい く

という側面があることになる。いいかえれば、まず学習経験が先立ち、それが学習意欲を刺激

し、新たな学習へと進展 してい くとい う経験の蓄積と意欲や関心の拡大深化の相互媒介のパタ

ソが今日の生涯学習の実態 ということになる。

2.ま とめにかえて

今回、調査票に回答 して くれたサソプル集団は、われわれの当初からの意図にそ うものであ

り、地域住民の中では比較的豊富な学習経験をもち、学習意欲や学習意識 も高い層であった。

奈良新聞の3月1日 付朝刊に報道された記事から引用す ると、 「彼らの92.5%が 何 らかの学習

活動に取 り組んでお り、また 『生涯学習で最 も大切なことは』 との質問では 『人生の意味や生

きがいを見つけること』が32.9%と 一番高」 く、さらに 「過半数の人(57.9%)が 人生にのい

き方にかかわる大切な事を見いだしたい、 という考えを生涯学習の 目標としている。」

しかし、今 日の生涯学習には前節でみたような一面が実態としてあり、また調査結果の属性

分析が明らかにしたように、学習者の大 きな部分は時間的にも経済的にも十分な余裕をもった

主婦と高齢者によって しめられている。そ して、こうしたことは従来から繰 り返 し指摘 されて

きた点である。

今 日、生涯学習に関する多様な言説と理論がさまざまな立場の論者によって提示 されている。

また、国の教育改革 も生涯学習化を重要な主眼にすえている。 こうした背景のもとで、21世 紀

の社会は生涯学習社会であるとまでいわれている。

大学 もまた例外ではない。ここでは、18歳 人口の大幅な減少 という 『冬の時代』における単

なる生き残 り戦略を越 えた発想の転換が必要である。すなわち、大学がこれまでの教育と研究

の営為の蓄積をふまえなが ら、生涯学習の課題にアカデミズムの視点を堅持 しつつ取 り組んで

行 くことに成功するならば、大学は生涯学習社会の構築のうえで大きな役割を果たすだけでな

く、逆に生涯学習は大学にとってその自己組織的な発展のための有効な契機となっていくよう

に思われる。

今回の調査は、 こうした大学の生涯学習への取り組みが地域社会の人々によって広 く支持 さ

れていることを明らかにするものであった。その具体的な指針については、先に触れた人々の

生涯学習観や学習をめぐる目標意識などの価値観や心性の分析を視野に含めた多面的な角度か

らの考察が必要 となるが、この課題については稿を改めて取 り組んで行 くことにしたい。

(荒川茂則、田原武彦)
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II教 員の生涯学習に対する意識の現状と課題

(1)は じめに

大学審議会答申や中央教育審議会答申のなかで、大学等の高等教育機関が今後生涯学習機関

として充実 してい くことは これか らの社会 と時代の要請であると指摘 されている。 しかし、

「開かれた大学」という概念は、簡単なようであるが実は複雑な問題である。大学は閉 じられ

たシステムによって大学 としてのアイデソティティが保たれているところがある。開かれたシ

ステムにすることが大学の大学たる所以を壊すとしたら、開かれたシステムにする意味はない。

大学の本来果たすべき役割がどうあるべきかという確かな認識のもとに、大学の理念とアイデ

ソティティをよりよく達成す るために、大学が開かれていくことが求められていると考えなけ

ればならない。お りしも大学は改革のさなかにある。そのような現状において、大学人みずか

らが大学 と社会との関係をみなおし、大学の使命を再考 し、意識改革 とシステムの再構築をお

こなうことが求められているのである。

しかし、もっとも変わ りにくいのは人間の意識であり、大学人 自身が従来の 「閉じられた大

学」から 「開かれた大学」へと意識変化、軌道修正をはかることは容易なことではない。

奈良大学では、建学の理念のなかに 「開かれた大学として地域社会との連携を深める」 との

一節を掲げてお り、初年度より今 日に到 るまで25年 にわたって公開講座、施設の開放等様々な

かたちでの取 り組みが意欲的、積極的に行われ、平成5年 度から科 目等履修生の制度が導入さ

れるなど、 これからも充実 してい く方向性があきらかである。 しか し、現状では生涯学習の部

局があるのではな く、学部、セソターその他の部署で計画されて実施されているに留まってい

る。ここで、全体をみなお し、改めて大学のアイデソテ ィティに照らして今後の方向性をみい

だすことは時を得た研究テーマであ り、われわれ大学教員自身が奈良大学における生涯学習構

想の可能性について検討することは意義のあることと考えられる。大学がどのような理念にも

とついて生涯学習を実施するのか、どのようなシステムがもっとも効果的なのか、質の高い独

自のプログラムの内容とはどのようなものが可能か、またそのようなビジョソを構築するため

の要因はなにか、 これらについて総合的で充分な検討が要求されるであろう。

(2)研 究調査の 目的

本研究の目的は、本学教員の 「生涯学習についての意識調査」を実施 し、その結果の分析を

とおして、奈良大学の生涯学習支援 システムを構築す るための諸要因を検討するとともに、本

学における生涯学習の構想を提起 し、今後のプラソニソグの基礎資料 とすることにある。

(3)意 識 調査 の方法

本学 の専任教員85名 全 員を対象 と して、質問用紙 による回答 を求めた。無記名。質問項 目は、

① 「生涯 学習」の意i義(問1)② 従 来の生涯学習 とその問題点(問2、3、4)③ 生 涯学 習

充実 について の意欲(問5、6A、6B)④ 生 涯学 習 プログラム、カ リキ ュラムの内容(問6
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C)⑤ 生涯学習担当講師一報酬 と担当の形態(問7)⑥ 生涯学習実施の主体(問8、9)⑦

本学における生涯学習推進の条件(問10)で 構成 され、一部は自由記述式である。

調査期間は平成4年7、8月 。59名 の回答を得た(回 収率69.4パーセソト)。

(4)調 査結果の分析と検討

① 「生涯学習」の意義

生涯学習とはなにか、何のための学習であるのか、生涯学習 とい う概念を本学の教員が

どうとらえているのか、その意識を問 うたのが問1で ある。地域住民(調 査1)、 行政機

関(調 査3)に たいして行ったものと同様の内容である。

表1は その結果である。それによれば、 「一生勉強だと思い、学習 しつづけること」が

35.6パ ーセソトでもっとも多 く、 「生きる意味について考え、生 き甲斐を見つけるため」

および 「自分の目的に応 じた ものを学ぶため」がそれぞれ16.9パ ーセソ ト、 「本当に学習

したい人生の時期や年令に学習する」が10.2パ ーセソトとなっている。その0方 で、 「ひ

とや社会に貢献する」や 「余暇を活かす」 「学校教育で学ばなかったことを学ぶ」などは

低 くなっている。これ らの項 目は、学習者を対象にした場合には頻度の高いことが多 くの

先行研究で報告され、趣味、ボラソティア活動等は常に学習者のニーズが高いのであるが、

われわれ大学教員の意識では傾向を異に している。

表1.生 涯学習とはなにか

n (o>

1.一 生勉強だと思い、学習 し続けること。 21 35.6

2.「 生きる意味」について考え、 「生き甲斐」を見つけるきっかけを得られるような学習をすること。 10 16.9

3.ひ とや社会に貢献できるようになるための学習をすること。 1 1.7

4.ひ と りひとりが自分の目的に応 じて学習すること。 10 16.9

5.学 習することで余暇や休 日の時間を生かす こと。 3 5.1

6.本 当 に学習 したい人生の時期や年令に学習す ること。 6 10.2

7.学 校教育で学ばなかったことを学習すること。 0 1.0

8.生 活や職業に役立つ技術や知識を修得するために学習すること。 4 …

9.そ の他(具 体的に) 3 5.1

10.わ か ら な い 。 1 1.7

59 100.0

「生 き甲斐を求める」 「自分の目的にあった学習」から連想されるものは 「自己実現の

欲求」 「精神的豊かさへの希求」であり、人間が人間らしく生きていくうえでの基本に関

わることが生涯学習の内容、目的としてとらえられていると言えるであろう。

学習に主体的に取 り組むひとは多かれ少なかれ、 「生 き甲斐」の追求を学習の目的や動

機 としてお り、自己の能力の発揮、可能性の開花、自分 らしさの発現を求めていることが

わかる。ひとは 「生き甲斐」の対象との結びつきによって人生になんらかの意味を付与 し、
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「生 きることの価値」を見出そ うとするものであ り、この点からすれば 「生 き甲斐」はそ

の人の 「生き方」を示すものである。 「生 き甲斐」がそのひとの 「生 き方」にまで届 くよ

うな内容のものであること、奈良大学での生涯学習の 「意義」のひとつがここに求められ

るであろう。

② 従来の生涯学習とその問題性

最 も熟知 されている生涯学習は、い くつかの大学における公開講座 と朝日カルチャアセ

ソター講座、そ して放送大学講座である。なかには講師として生涯学習を体験 している教

員もあるが、存在を知 っているていどの教員も多い。

問2、3、4で 、従来の生涯学習についての意見を問 うた。その結果が表2に 示されて

いる。

生涯学習の必要性が強調される一方で、受講者が減少傾向にあるというデータについて

自由記述式で意見をもとめた(問4)。 その結果をおおむねつ ぎの4点 にまとめることが

できる。

a.受 講生一 受講生の全体数はよこばいであるのに対 して各種の学習の機会が増えたこ

とによって、受講者が分散する現象がお こっている。受講生の意識が低 く、

依存的である。受講生が高齢者に偏 っている。新 しい受講生がす くない。

b.内 容 内容が広 く浅いので興味がわかない。 メニューがワソパターソ化 し、マソ

ネ リ化 している。受講生のニーズに充分対応 しうる内容がす くない。

c.講 師一 講師の質が低下 している。

d.形 態 講演、講義だけでは不足。ゼ ミナー一ル形式がよいのではないか。夜の開講

がす くない。単位がとれない。

表2.従 来の生涯学習をどう思 うか

n (%)

1.充 分人々のニーズに答えていると思 う。 18 30.5

2.現 状 について問題を感 じている。 27 45.8

3.わ か ら な い。 13 22.0

回答 なし。 1 1.7

59 100.0

ところで、 自分の大学で実施されている公開講座について教員がどれほど満足 している

かを調査 した結果が報告されている(引 用文献1p67)。 それによると、84パ ーセソ トが

「かなり」または 「まあまあ満足 している」と答えている。不満の原因として挙げ られた

のは(1)企画、運営体制(2)講 ・座内容(3)専 任教員の意欲(4)社 会的評価の順で多 く、 「講

師のかおぶれ」や 「採算性」は非常に少ない。 また、カルチャーセソターの問題性として

「教育の主体や容体が多様になると一定の教育水準を保ちにくく、指導方法も困難になり、

全体的な教育水準の低下の危険があると報告 され、学習内容が即時的で、経営 も形態も自
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由で、行政の統制下にないとい うことは、全体社会の意図に反する無計画な教育形態の出

現を意味する。つまり、従来の学校教育や行政の行 う社会教育を念頭において教育をとら

え、教育の公共性と定型性を基準とすれば、その評価は低 くならざるをえない」(同p27)

とい う指摘は参考になるであろう。

③ 生涯学習の充実についての意欲

本学が生涯学習の充実をはかることについての意見は表3に 示すとおりである(問5)。

「大学の将来を考えて、積極的に社会人を受け入れるような生涯学習への取 り組みを積極

的にやるべきである」 と答えた教員が全体の55.9パ ーセソトで過半数を越えている。やや

消極的ながら 「生涯学習を拡充する方針には賛成であるが、慎重 にすべきである」という

意見の教員が30.5パ ーセソ トであ り 「充実する方針には賛成」と考えている教員は全体の

85パ ーセソ トを占める。それに対 して、現状のままでよいという教員はひ とりもなく、

「研究と教育に専念すべきであって生涯学習に取 り組むこと自体を、疑問に感 じる」教員

は1名 であ り、生涯学習を充実する方針に肯定的である教員が多いことがわかった。 しか

し、具体的にどう進めるかということについて確かなイメージを掴めずに慎重な態度をとっ

ている教員が多いと思われる。なぜなら、その他の項 目や慎重にすべきであると答えた教

員の記述によれば、他大学の実情調査や受講対象者の予備調査の必要性、教員間のコソセ

ソサスを得るまでには充分な準備期間と労力と金をかける必要性があること、また、どう

いう生涯学習をめざすのか、とい うことをきちんとすることが重要であること、あるいは、

学内の体制かためが重要であ り、とくに教職員の意識の統0が 求められることへたをする

と一部のものだけに過重負担が強い られることになるなどの指摘があったからである。

表3.生 涯学習の充実をはかることに対する意見

n C%)

1.大 学の将来を考えて、積極的に社会人を受け入れるような生涯学習への取り組みを積極的にやるぺきである。 33 55.9

2.生 涯学習を充実する方針には賛成であるが、慎重にすべきである。 18 30.5

3.現 在行っている公開講座や施設の開放などの取 り組みで充分である。 0 o.o

4.研 究と学生の教育という本来の使命にもっと専念すぺきであり、生涯学習に取り組むことは疑問に感じる。 1 1.7

5.わ か らない 。 1 1.7

6.そ の他 6 10.2

59 100.0

具 体 的 に記述 された意見は次の とお りで ある。

① 「運営の経費や運営のための人件費など、人、物、金、PRな ど、どれくらいのことが実行できる

かを詰めておくこと。そのためには他大学での実情の調査、受講する対象者 と思われる人々について

の予備調査もする必要がある。準備に金、時間、労力をかける必要がある」

② 「研究と教育を重視 し、積極的な受け入れを考える。そのためには現行のままで生涯学習を取 り込

めば混乱を招 く。間に合わせの生涯学習の導入は してはならない」
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③ 「大学の社会的評価は世間一般の評価に大きくかかわっており、どうい う教授陣容であり、どんな

内容の講義があるのかということが評価の基準になる。そ うした認識を高めるためにも公開講座など

をどんどんやる必要がある」

④ 「積極的に開放するためには学内の体制がためが重要であり、特に教職員の意志の統一が必要であ

る。下手をすると、一部のものだけに過重負担が強いられることにな りかねない」

⑤ 「どういう生涯教育をめざすのかということをきちんとすることが重要で、大学の教育、研究のシ

ステムの一一員としての受講者の位置づけを可能にするような方向が必要」

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

「大学の研究と生涯学習の両立が可能となる道を色々模索するぺきである」

「まだまだ公開講座の充実が不十分。もう1～2コ ース組めるのではないか」

「授業公開などにどんどん人が入ってくればいいのであって、特別に講座を開く必要はない」

「生涯学習の言葉だけが一人歩 きしている」

「研究方法と設備の提供に限る」

「生涯学習は片手間で行えるようなものであってはならない」

以上のような意見を参考に しながら、我々は今後 さらに生涯学習の充実を図る方法で努力す

べきであろう。

開かれた大学の対象になる事象には、いろいろなものがある。たとえば ①大学の正規の過

程への社会人のうけいれ ②大学開放講座 ③研究成果の社会的普及 ④施設の開放などであ

る。問6-Aで は、 このうち、社会人のうけいれについてどういう体制をとるべきか、またと

りうるのかについて検討 し、積極的とりくみの実際的体制として、 「昼夜開講制」の導入によ

る社会人の別枠による正規の学生としての受け入れを提案 した。(昼 夜開講制 とは、学生、受

講生は希望する科 目を昼、夜どちらで も受講でき、単位を習得できる制度である。いわゆる二

部制とは異なった制度である。)

その結果、表4に 示されるように 「現在の大学の教育カ リキュラムを改変 もしくは拡充 し、

昼夜開講制を導入 して、別枠で社会人を正規の学生 としてうけいれる」ことに全面的に賛成 と

する教員が28.8パ ーセソ トでもっとも多 く、賛成だが、実現を危ぶむ教員が25.4パ ーセソトで

両者をあわせると、賛成は過半数を越 える。 しかし、社会人を正規の学生として受け入れるこ

とに反対の教員は10.2パ ーセソ ト、昼夜開講制に反対の教員が10.2パ ーセソ トで、その他 と答

えた教員は23.7パ ーセソ トあった。このことについては今後議論を重ねてい く過程で コソセソ

サスが得られるような方向性をもつことが大切であろう。
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表4.昼 夜開講制に対す る意見

n C%)

1.全 面的に賛成であり、大学の生涯学習のありかたとしては、この制度の実現しか成功しないと思う。 17 ・ ・

2.賛 成 だが、学 内の コ ソセ ソサス を得 る ことは難 し く、実 現 は難 しい だ ろ う。 15 25.4

3.社 会人を正規の学生として受け入れることには賛成できない。 6 10.2

4.昼 夜開講制は教師の負担が負担が増えるので賛成できない。 6 10.2

5.わ か らない。 1 1.7

6.そ の他 14 23.7

59 100.0

具 体 的 な意見 は次 のとお りである。

(1)「 何年かかって も単位を毎年少 しずつ取れるような制度をつくる必要がある。社会人入学制度の確

立。昼夜区別なく受講。単位を希望しない人々を対象に多くの公開講座を開き、期待に応える必要が

ある」

(2)「 賛成だが、そのための充分な専門的スタッフを大学側で用意する必要がある。つまり現状のスタッ

フだけで行 う生涯学習には限界がある」

(3)「 生涯学習のカリキュラムは全面的に全ての授業について認めるのではなく、生涯学習用の幾つか

の授業を数年間試行 して、その様子を見てカ リキュラムをふやすのがよいのではないか。この時の授

業には社会人、学生が混ざって出席できること、単位を与えること、授業料は社会人からとり、Full

Timeの か らは授業料はとらない」

(4)「 昼夜開講制には大賛成だが、別枠で社会人を受け入れることには反対」

(5)「 単位制、セメスター(半 期制/四 半期制)導 入など広 く検討してみることが必要」

(6)「 反対ではないが、夜間を取 り入れても余 りメリットはないと思う。本学の立地条件から考えて社

会人が夜間に通学 しにくい。社会人を受け入れるのは基本的には賛成。ただし現在の学生 と同じ講座

では学生と社会人との興味や要求が異なると思われるので、実行困難」

(7)「 生涯学習として(単 に知的興味を満たすため)勉 強するのであれば、資格、単位など与える必要

はない。あるいは①カルチャーセソター的に学ぶコースは受講料を安くし、②単位取得をめざすコー

スは受講料を高 くする、という2コ ースを設定するのも可」

(8)「 社会人が夜間コースに来るとは考えられない。卒業後のメリットも不明」

(9)「 この案は原則的には欧米の大学でもやっていることなので必要と考えられるが、現在直ちに実行

することは、人員が限られている関係上困難であろう。遠い将来に目標を掲げて、少しずつ段階的に

進むべきである」

⑩ 「正規の学生として受け入れること自体は賛成。 しか し、省令改正で直接に検討が必要なのは、

《正規の学生》以外に、 《科目等履修生(パ ー トタイム ・ステユーデソト)》 の受け入れ体制の確立

である。 《科目等履修生》は正規の学生ではないが、希望する単位は修得できる。大学の 『生涯教育』

については、当面 《科目等履修生》についての設問が必要であ り、 〔6-A〕 設問中、少なくとも1.
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の回答例は不備である。別枠で正規の学生として社会人を受け入れる場合の 『別枠』は本学 『収容定員』

の枠とどう関係するのか。 『収容定員の別枠』は、文部省は容易には認めない。単位を修得できる社会人

の受け入れは、現在の制度では、収容定員内の正規の入試によるもの以外は、 《科目等履修生》に限られ

る。ただし、正規の入試によると言っても、具体的には 『特別推薦』の形式をとるのが適当である。この

際、 『昼夜開講制』は将来にむけての目標とはなろう」

以上概ね妥当な意見である。他にも奈良大学の立地条件(地 理、人口分布)の 不利 を指摘す

る意見が幾つか散見 した。問 〔問6-A〕 の提議を実行に移すには確かに多 くの困難が予想 さ

れる。事前に予備調査を充分に行い、様々な問題や障害が解決あるいは解消可能かどうかを見

極めなければならない。その上で改めて提議の採否を決定するのが賢明だろう。

問 〔6-B〕 は前間の提議に反対 した人に再度、社会人を対象とした生涯学習の在 り方を尋

ねたのであるが、11人 の有効回答をえた(表5)。 その中で、半期 または通年の授業や公開講

座を支持する人が4人 、ニューメディアを利用 した新 しい学習形態の開発と提供を是 とす る者

が3人 、夏期大学のように一定の期間に集中的に行 う公開講座を善 しとする者が2人 、企業や

市町村との連携による委託講座や出張講座に賛成する者が2人 だった。こうした回答を寄せら

れた方々は概ね、現実の急激な変革を望まず、現状をゆっくり慎重に改善する方向を是認 して

いるのであろう。

表5.生 涯学習の形態

n C%)

1.半 期または通年の授業や公開講座 4 33.4

2.夏 期大学のように一定の期間に集中的に行う公開講座 2 16.7

3.企 業や市町村との連携による委託講座や出張講座 2 16.7

4.ニ ューメディアを利用した新しい学習形態の開発と提供(例えば、ケーブルテレビの利用など 3 25.0

5.そ の他 0 o.o

無回答 1 8.3

12 100.0

「欧米の大学では夏季休暇が3カ 月あるので、その中から1ヵ 月位夏期集中講座に費や して

も、教師の研究にさほど支障はない。 またその際の給与は年俸以外に別途支給 されるので金銭

的問題もない。現に受講者 も多く、講座の担当いかんは任意で強制的ではない。夏期講座の受

講生にも大学の正規の単位が認定 されている。当初はこうした講座制から始めてはどうだろ う

か」とい う意見があった。これは傾聴に値する提案ではあるが、この欧米の制度はどの国の、

どの大学で実施されているのか、具体的な資料が欲 しい。その導入が現実に可能かどうか、詳

しく検討する必要があろう。
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④ 生涯学習プログラム、カ リキュラムの内容

本学が提供 しうる良質で個性的なカリキュラムとはどんなものかについて、現行の教育

課程の枠や学部の枠にとらわれない 自由な発想の意見を求めた(問6-C)。 もっとも頻

度の高かったのは 「奈良とい う地域性に関連 したもの、ゆか りの伝統文化、歴史にかんす

る内容」であった。 この項 目は、教養部、文学部、社会学部のいずれにおいても推薦 され

ている。カ リキュラムに 「個性」 「独自性」が求められ るとしたら、本学の場合それは

「奈良」であると多 くの教員が考えているようである。

現在本学で実施 している文化講座や公開講座、教養部の総合科 目 「大和の自然と文化」

などは、そのモデルとなるであろう。学習要求者の希望する学習領域 と一致するかどうか、

一致す るならば、より充実 した新鮮なものが求められるべきである。 しかし、それがどの

ような内容のものかについてはまだ具体化の段階には至っていないようである。

つぎに 「コソピューターやワープロの技能の習得」は、本学の情報処理セソターの活用

をふまえ、強い関心が寄せられている。実際に平成4、5年 度に短期の講座が実施されて

好評を得ている。

教員の専門領域 との関連でやってみたい科 目内容 として国際文化、国際関係、国際化と

日本、日本の将来、日本人論などを含む領域、外国語、日本語などの語学の領域、人間関

係、カウソセ リソグ、人間の生き方に関するものや高齢者問題など人間に関する領域、健

康や体力つ くり、スポーツの領域、その他、神話学、文章教室、 リーダーシップ、生命工

学、学校問題の社会学等など、多岐にわたっている。

⑤ 生涯学習担 当講師 一報酬 と担 当の形 態

本学教員 が生涯学習 の講 義、講 座を担当す る意志 があ るか どうかを問 うた(問7)。 表

6に 示 され るよ うに 「担当 して もよい」(55.9パ ー セソト)、 「担当 したい」(11.9パ ーセ

ソト)を あわせ ると、担 当の意志のあ る教員は40名 、(67.8パ ーセン ト)で あ る。 これ に対

して、 「担 当 した くない」10.2パ ー セ ソ ト、 「わか らない」 「その他」無回答 を含め ると

22.1パ ー セ ソ トであ る。教 員たちは 自分た ちは 自分 が生涯学 習の担 当講師をす ることに意

欲があ るが、つ ぎにあげ るよ うな 「担 当 して もよい」条件 が付帯 してい る。

・労働量 が現行 よ り増 加 しない こと、持 ち コマ が増 えない こと

・講師料 が支給 され ること

・受講者 が一定数 以上、恒 常的 に出席 して くれ ること

表6.生 涯 学習担 当の意志

n Co)
1.担 当 したい。 7 11.9
2.担 当してもよい一 担当するための条件がある場合はその条件をお教え下さい。 33 55.9
3.担 当 した くない一 さしつかえなければ、そ の理 由をお教 え下 さい。 6 10.2
4.わ か ら な い。

8 13.6
5.そ の他 2 3.4
無回答 3 5.1

59 100.0
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0方 「担当した くない」理由の項は記述がなく
、不明である。

担当講師 となることに肯定的な40名 に講師料(謝 金)に ついて尋ねた(表7)。 非常

勤講師と同等またはそれ以上の額の報酬を払 うべきであるという意見が62.5パ ーセソト、

報酬は必要でないという意見は10.0パ ーセソ トであった。

表7.講 師への手当 ・謝金

n (%)

1.非 常勤講師と同等またはそれ以上の報酬を支払 うべきである。 25 62.5

2.薄 謝 て い ど の もの で よ い。
2 5.0

3.報 酬 は 必要 で な い。
4 10.0

4.わ か らな い。
1 2.5

5.そ の他 4 10.0

回答 なし
4 10.0

40 100.0

なお、学内講師への公開講座担当手当ての支払い状況を全国調査の結果(脚 注1)で み

ると、公開講座を実施 している大学全体の約8割 で支払われ、約2割 では支払われていな

脚注1公 開講座講師への手当 ・謝金

類型A 類型B 類型C 類型D 類型E※ 合 計

1.学 内講師 に手 当を払 ってい る

払 ってい ない

支払額 平均(千 円)

150

81.5

34

18.5

14.4

134

79.3

35

20.7

15.7

80

83.3

16

1s.7

20.3

122

?4.4

42

25.6

12.0

6

100.0

0

0.0

27.8

492

79.5

127

20.5

15.2

(90分換算支払額)
2.学 外講師

支払平均額(千 円) 33.3 46.4 38.7 38.7 63.8 39.3

(90分換算支払額)

※ 類型A[全 学的経営型]法 人本部が直接経営しているもの、全学部が参加する組織で実施しているも

の、専門機関が設置されているもの、つまり、国公立の場合は大学の全学部の合意された意志として、

私立の場合はそれに加えて法人が学園の意志 として公開講座を実施し、しかも公開講座の管理運営の

ための全学的な、あるいは全学的な専門機関が設置されているもの

類型B[実 務 的経営型]意 志決定は全学的な組織で行われているが、公開講座のための専門機関が設

置されていないもの

類型C[専 門的経営型]全 学的意志決定は行っていないが、公開講座管理、運営組織として専門機関

を設置 しているもの及び、公開講座実施主体として他との共催(た とえば行政、企業など)固 有の組

織化を行ったもの

類型D[分 散経営型]法 人本部や全学的機関が関与 しておらず、学部や学科が実施主体となっている

もの

類型E[公 開講座不実施]
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い。支払われない理由は公開講座を担当す るのも本務のひとつと考えられているからであ

ろうと推測される。(引 用文献1)

つぎに、担当の形態を問 うたところ(問7-B:表8)、15名(37.5パ ーセソト)は 、昼

夜開講制、公開講座などどのような形態のものでも担当で きる、9名 、(22.5パ ーセソト)

は昼夜開講制の授業を担当できると答えている。ただし、年間を通 じて昼夜の担当は負担

が大 きすぎるので半期にかぎる等の配慮が必要であるという指摘があった。生涯学習を実

施するにあたって、そのために現行以上の講義を増やし、収容能力や受講者の参加希望時

間帯などの条件をみたすためには、 「昼夜開講制」の検討は避けられないであろう。具体

的には、今後の課題である。

一定期間内の公開講座、夏期講座などに限って担当できると答えたのは11名(27.5パ ー

脚注2.公 開講座の実施 目的(現 状について)1点 ～5点 の平均点

1.社 会 的サー ビス

2.収 益

3.教 育 ・研究 の向上

4.大 学 の イメージア ップ

5.学 生募集対策

4.7

1.8

3.9

4.4

3.0

4.6

1.8

3.8

4.5

3.2

4.s

1.8

3.9

4.4

3.0

4.6

1.6

3.6

4.3

2.8

4.3

1.9

3.9

4.0

3.5

4.6

1.8

3.8

4.4

3.0

脚注3.公 開講座の実施目的(将 来について)1点 ～5点 の平均点

1.社 会的 サー ビス

2.収 益

3.教 育 ・研究 の向上

4.大 学 の イメー ジア ップ

5.学 生募集対策

・

2.2

4.2

4.6

3.5

・

2.3

4.2

4.6

3.5

4.7

2.3

4.1

4.6

3.5

4.7

2.0

3.9

4.5

3.2

4

6

2

3

8

4

2

4

4

3

4.7

2.2

4.1

4.5

3.5

脚注 注4.公 開講座の収支状況(私 立大学 ・短大)

黒字である

人件費が出せる

(アルバイト賃金を含む)

諸経費が出せる

ほとんど大学負担である

平 均 点※

5.3

13

9.9

18

13.6

94

71.2

3.51

2.7

24

16.2

28

18.9

92

62.2

3.41

2.7

11

15.1

11.0

52

71.2

3.51

1.1

9.6

16

17.0

68

72.3

3.61

o.0

12.5

0.0

87.5

3.75

14

3.1

58

12.7

70

15.4

313

68.8

3.5

(注)*平 均 点は黒字1点 ～大学 負担4点 を配点 し平均値 を求めた。 した がって、点数が1に 近 いほど黒 字であ る。

※ 類型A～Eに ついては、前ペー ジの脚注 参照
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セソト)で ある。現行の正規の授業形態のはんいに限定 して担当できると答えたのは3名

(7.5パーセソト)で ある。

表8.希 望す る生涯学習担当の形態

n C%)

1.昼 夜 開講制の授業を担当できる。 9 22.5

2.一 定期間内の公開講座、夏期講座などは担当できる。 11 27.5

3.昼 夜 開講制、公開講座などどのような形態のものでも担当できる。 15 37.5

4.現 行 の正規の授業に社会人を受け入れる形態のものなら担当する。 3 7.5

5.そ の他 1 2.5

無回答 1 2.5

40 100.0

⑥ 生涯学習実施の主体

生涯学習を実施する主体は、法人、全学的組織、大学 の一部(学 部、学科など)な どが

考えられる。問8で 実施の主体 としてどこがふさわしいと思 うかを聞いた。表9に 示 され

るように 「担当部局(た とえば、生涯学習学習セソターなど)が あることが望ましい」と

いう意見が67.8パ ーセソト 「各学部でおこなえばよい」が16.9パ ーセソ トである。

表9.生 涯学習実施の主体

n cis

1.担 当部局(例 えば生涯学習セソターなど)が あることが望ましい。 40 67.8

2.各 学部(教 養部を含む)が それぞれ行えばよい。 10 16.9

3.わ か らな い。 4 6.8

4.そ の 他 3 5.1

無回答 2 3.4

59 100.0

全国調査の報告(引 用文献1)の なかで実施主体と生涯学習の実施 目的の関係をみてみると、

類型間にほとんど差はみ られない(脚 注2、3)。 社会的サービス、大学のイメージアップ、

教育 ・研究の向上を図ることが重要視 されている一一方で、収益、学生募集対策は二の次と考え

られていることがわかる。収支状況は(脚 注4)、 「類型Bで なんとか諸経費まで賄える程度

以上の経営状態にある機関が38パ ーセソ ト近 くあり、他 と比較 して最も経営がうまく行ってい

るといってよかろう。類型A、Bは ほぼ同 じ線にある。類型Dは このなかでは経営状態が0番

よくなL・(p65)o

われわれの調査の 「生涯学習学習セソター」の設置は類型Aま たはBに 該当す るものであり、

本学での生涯学習学習の構想をつくるにあたって検討する意義のあるものであろう。 しか し、

学部単位で実施するや り方は類型Dに 該当し、活性化をめざす 目的にはそぐわないようである。
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大学の理念に合致 し、生涯学習を実施する意志が周知徹底 していれば多少の赤字経営は

補填 され、継続できるかもしれないが、大 きな経費の負担は継続を困難にするであろう。

企業や行政 とのタイアップについての意見を求めたところ(問9)、 おおむね賛成であっ

た。 しかし、タイアップのポ リシーが問題である、大学が主体性をもってやることが重要

である、大学本来の教育に支障がでてはならない、など慎重にすべきであることを強調す

る意見がおおかった。積極的な意見として 「ワープロ、 コソピューター、カウソセリソグ、

リーダーシップ、人事管理などの技能教育 と、いきがいや働 くことの意味を見つけること

などを企業が、労働する者の権利として保障す る必要があると思 う」 「委託生や研修生を

積極的に受け入れるべきだ」というものもあるが、 「生涯学習の本来の形態とは思えない」

「学部、学科、科 目性格によってはいわゆる冠講座の可能性はあ りうるが企業や行政主導

型は反対。あくまで大学で立案 し、それに乗って くるかどうかとい うことである」 「生涯

学習を単なる講習会程度に考えてはいけない。将来の大学教育のスタイルとして考えるべ

きである。そのためには容易にタイアップすべきではない。大学教育の本質は何かを考え

るべきである」など、慎重にすべきであるもしくは反対の意見 も多 くみられた。

山田(引 用文献1)は 「類型Cに あたる企業や行政 とのタイア ップは、うまく機能すれ

ば効果が期待できるが、企業の職能教育の一端を大学でになってい く継続教育型、換言す

れば リカ レソ ト型の展開には、教授会をへて意志決定の行われる運営形態では成功するこ

とはむずか しい、、、、カリキュラムの鮮度の良さが命であり、毎学期開設講座の4分 の

1な い し3分 の1が 書 き変えられる必要がある」(p68)と 指摘 している。この問題は今

後慎重に検討をしてい くべき課題である。

⑦ 本学における生涯学習推進の条件

本学がどのような形態になるかは未定だが、生涯学習に積極的にとりくむ方向性につい

てはおおむね支持 されていると考えられる。今後は実現にむけてさまざまな問題を検討 し

ながらクリアーす る努力をしなければならないが、その第一は、学内のコソセソサスであ

ろう。 コソセソサスを得るためにどのような配慮が必要であるか、なにをクリアすべきで

あるか、について自由記述で意見を求めた(問10)。 その結果、学内のコソセソサスを得

るために必要な配慮 として(1)全 学的な課題 としてのとりくみをする(2)討 議の場をもう

ける(3)教 職員の意識を高める、の3点 に要約 される。具体的には次のように記述されて

いる。

・大学としての将来構想委員会、総合委員会、あるいは専門の学長諮問機関をつ くる

・生涯学習を大学改革 としてとらえる視点をもつ、

・「生涯学習については、従来の閉鎖的、象牙の塔的な大学のシステムを打破 し、欧米に

おけるような 「開かれた大学制度」にたいする理解が浸透 しなければならない。そのため

には、専門家を講師 とした研究会を開いて意識を高める

・教職員の意識を高め、技術を高めるために恒常的な研究会を開き、内外の講師による講
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演を聴 く

・学内の各パー ト(学部、学科)で 積極的な議論をは じめる

・学内で生涯学習のフォーラムを開き、討議の機会をできるだけつ くる

・ 「大学冬の時代が来 る」 「社会人を学内にいれたほうが刺激があっておもしろい」 「地

域にもっと開かれた大学を」などを強調 し、ねば り強 く説得すれば、コソセソサスができ

るのではないか

・一部試行を始め、実績をつくっていくことでコソセソサスをつ くる

大学は研究の場であると同時に教育の場であるとい う意識をすべての教員はもたねばな

らない。教育のための研究という姿勢が生涯学習には不可欠である。大学の教育サービス

という視点からも虚学ではなく、実学的研究への方向づけが教員自身の主体的意志でおこ

なわれねばならない。それなしには、社会の教育ニーズに応えられるような生涯学習を行

うのは不可能であると考えられる。 「開かれた大学」は生涯学習学習に止まらず、これか

らの大学にとって不可欠条件であ り、それを実現す るためにも教員の意識改革は重要な課

題であると考えられる。

クリアーすべき課題 としては、(1)目 的の明確化(2)担 当教員になるための条件(3)管

理運営体制の整備の3点 にまとめられた。具体的には、つぎのような項 目である。

・生涯学習の目的の明確化(ど ういう要求をもったひとを対象とするのか、その要求にどう対応

するのか)

・大学として何を目的として生涯学習を実施するのか、そのメリットとデメリッ トを検討

すること

・担当者の報酬、勤務時間、研究との両立が可能な条件整備をすること

・管理運営体制、 とくに事務職員との連i携システム、事務延長、施設(食 堂、図書館の時間

延長)、 交通機関(と くに夜間)な どの問題

・学内の施設で行 うだけでな く、交通の便のよい駅の近 くに設置すること

(5)ま とめと今後の課題

「開かれた大学」として生涯学習をどのような形態であれ、充実活性化させることの必

要性が確認 された。そのために社会、地域住民のニーズに応えるとい う姿勢の重要性を充

分認識 しなければならないが、それよりも先に、大学としてどのような生涯学習学習をし

たいかという大学の意志こそが出発点であると思われる。それをふまえなければ、われわ

れがめざす 「良質で独自の」プログラムは提供 しえないだけでな く、より適 した運営形態

の方向づけを示唆することはで きない。その意味で、目的の明確化は大学のアイデソティ

ティに照 らしあわせる作業でもある。その過程を経て、本学としてふさわ しいシステムの

構築とはどのようなものであるかが見えて くるである。生涯学習セソター、エクステソショ

ソ、正規の教育課程を拡大する形態、あるいはそれ以外の構想も考えられる。今回の研究

調査で見えて きた課題を引き続き検討課題として深めてい くことが必要である。大学が転
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換期にあるこの時期に、大学の理念にてらしてきちんとした方針をたて、本学に最適な生

涯学習構想をつ くりあげることが期待 される。

引用文献

1.国 立教育研究所内生涯学習研究会 「生涯学習の研究」 エムティ出版1993

(付記)

この調査にこころよく協力いただきました本学教員のかたがたに感謝 し、お礼を申し上げ

ます。

器 爾 欝宙欝 瀟 美田井康嵐)
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III生 涯学習提供主体の対応

第1章 国内と外国の高等教育機関の場合

(1)調 査のね らい

この章では、最初に現在生涯学習を提供 している国内の大学に対するアソケー ト調査の結

果報告並びにその結果分析を行い、そ してその分析を通 して、本学における生涯学習のため

の今後の展望 と指針を得 ることを 目的としている。次に、生涯学習に関 しては先駆者である

アメリカの大学のエクステソショソ活動状況の概要を紹介 し、我が国の生涯学習活動への参

考としたい。

(2)国 内の大学の調査報告

1.調 査対象

調査対象 としては、国立大学から筑波大学(公 開講座)、 私立大学から早稲田大学(エ

クステソショソセソター)と 昭和女子大学(オ ープソカレッジ)を 選んだ。理由は以下の通 り

である。

筑波大学は、周知の通 り元の東京教育大学で、昭和48年 の転移にともない名称を現在の

ものに改めた。言うまでもなく、国立大学である。4年 生大学は6学 群に分かれ、27研 究

科からなる大学院を併設 している。筑波大学が調査の対象となったのは、第一に毎年大規

模に公開講座を実施 しているためである。 「平成4年 度筑波大学公開講座開設計画」によ

ると、公開予定の講座総数は78講 座、内容はスポーツ、趣味、教育、 リハリビテーショソ

等多岐にわたっている。第二に本学同様、近年都会から少 し離れたところに移転 し、しか

もその地が学研都市であるという立地条件が合致 したためである。移転先でどのように し

て地域 との融合をはかっているか、それも今回の調査の目的である。

私立大学における生涯学習への取 り組みについては、多 くの大学で積極的に検討されて

おり、一般的には地域社会への大学開放を目的とする公開講座の形で行われていることが

多いが、より組織化された本格的取 り組みを行ってる大学も増加 しつつあり、今後大学改

革計画 ともあいまって、多角的に発展す ることであろう。この観点から私立大学の中でも

本格的に生涯学習活動を実施 している早稲田大学と昭和女子大学を調査対象とした。1992

年度の資料によると、両大学における講座内容は入門から専門まで幅広 く、講座総数は早

稲田大学で約300、 昭和女子大学で約400に のぼる。

2.調 査方法 と時期

調査方法としては、それぞれの組織の担当責任者に面談のうえ、下記の15項 目の事項に

ついての聞き取 り方法により行ったものである。時期については、筑波大学 と早稲田大学

は1992年(平 成4年)6月 、昭和女子大学は同年9月 である。

3.調 査項 目とねらい

調査項 目は資料(1)の通 りであり、各項 目は調査内容に従い、以下のように大別される。

一35一



総 合 研 究 所 所 報

① 運営組織について一いかなる組織が主体

となって、いかなる予算措置のもとでこの

事業を企画、運営 しているのか

(問1～ 問3)

② 施設について一大学内施設 と大学外施設

はどのように利用 されているのか

(問4)

③ 講座 ・講師について一ハー ド面 ・ソフ ト

面含めた講座の現状 と講師の選定

(問5～ 問11)

④ 受講者について一応募者の現状と地域住

民との交流(問12～ 問13)

⑤ プラス面 ・マイナス面について

(問14)

⑥ 理念と今後の展望について(問15)

資 料(1)

問1:企 画 ・運営の主体について

問2:大 学以外の組織との連携について

問3:企 画 ・運営に関わる予算措置について

問4:施 設利用について

問5:夜 間の講座について

問6:講 師の選定について

問7:講 座 の新設並びに中止について

問8:講 座 の人気、不人気の傾向について

問9:資 格 の取得と応募者の反応について

問10:講 座終了時の取 り扱いについて

問11:正 規の授業との関連について

問12:開 講期間、時間帯、会場と応募者数の関

連について

問13:受 講者の(年 齢、男女、地域等の)構 成

について

問14:こ の事業におけるプラス面、マイナス面

並びに今後のあり方について

問15:生 涯学習の理念並びに大学教育の将来像

について

4.調 査結果の概要

煩雑さを避け比較検討を容易にするため、以下は調査結果の要点のみをピックアップし、

詳細は資料(2)として添付 した。

問1:

企画・運営 の主体

筑 波 中心は公開講座委員会、決定は全学教授会

早 稲 田 主体 は大学 、企画 ・運 営は エ クス テソシ ョソセ ソター

昭和 女子 主体 は大学 、企画 ・運 営は オープ ソカ レッジ

問2:

大 学 以 外 の

組織 との連携

筑 波 市町村との共催、送迎 ・会場設定 ・受講料等は役割分担

早 稲 田 新 宿区 の教 育委員会 、カル チ ャー セソ ター

昭和 女 子 特にな し、美術鑑賞のみは世田谷美術館 と連携

問3:

予 算 措 置

筑 波 公開講座経費として国に申請

早 稲 田 大学の予算

昭和 女 子 大学の予算
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問4:

施 設 利 用

筑 波 学内施設、共催の場合は学外を利用

早 稲 田 原則として学内施設、必要に応 じて他の施設を借用

昭和女 子 大学外の近接地でのオープソカレッジ専用の施設を利用

問5:

夜 間 の 講 座

筑 波 開講、土曜 ・日曜を含む、事務職員は関与 しない

早 稲 田 開講、通常 平 日の18:30-20:30、 セ ソター職 員が業務 担当

昭 和女子 開講、19:00-21:45、 オ0プ ソカ レ ッジの職 員が業務 担当

問6:

講 師 の 選 定

筑 波 原則として学内の専任講師以上、学外者の場合もある

早 稲 田 基準は学内の教授、学外者は原則 として早大卒業者

昭和 女子 原則として学内の教授、技芸 ・国際関係には学外者が多い

問7:

講座の新設と中止

筑 波 新設の 目安は話題性、受講者数の一割程度の場合の中止が多い

早 稲 田 新設の目安は既設の人気度、中止は人数不足か講師の辞退

昭和女 子 新設は情報収集後、中止は受講者5名 以下の場合検討

問8:

講座の人気・不人気

筑 波 人気は健康と心の問題、不人気は専門的すぎるもの

早 稲 田 人気は語学 ・古典文学 ・歴史、不人気は認知度の低い分野

昭和女 子 安定 した人気は同上、不人気は近代文学 ・現代史 ・手工芸

問9:

資 格 取 得 と

応募者 の反応

筑 波 な し

早 稲 田 な し

昭和女 子 なし、資格試験対策用の講座はある

問10:

講 座 終 了 時

の 取 り 扱 い

筑 波 70%以 上の出席者に修了証書

早 稲 田 76単位取得者に修了証書、1単 位は90分/5回

昭和女 子 62単位取得者に修了証書、1単 位は75%以 上の出席
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問11:

講 座 修 了時

の 取 り扱 い

筑 波 関連はない

早 稲 田 関連はない

昭和 女子 関連はない、体育の単位のみ例外がある

問12:

期間・時間・会場と

応募 者 数 の関連

筑 波 長期 間 は敬遠 され、 平 日の夜 ・土曜 ・日曜 が好 まれ る

早 稲 田 期間による変動はない、昼間は主婦層に好まれる

昭和 女子 講座に応 じて設定 しているので特に変動はない

問13:

受講者の構成

筑 波 年齢は様々、男女比は半々、全国的だが地域住民も多数

早 稲 田 女 性 は20・40歳 代 、男女比 は3:7、 東 京近辺

昭和女 子 女 性 は20・40歳 代 、男女比 は1:9、 地 域性 は少 ない

問14:

プ ラ ス 面 ・

マ イ ナ ス 面

筑 波 プラスはイ メー ジ ・ア ップ、マ イナスは財政 面

早 稲 田 プラスは教育 の国際化 、マ イナスは地域 が限定 され ること

昭和女 子 プラスは知名度 ア ップ と教育 の多様 化、 マイ ナスは財政面

問15:

理念 と大学教育

の 将 来 像

筑 波 住民 との融和 とイメー ジ ・ア ップ、将来講 座数 を100に

早 稲 田 創設者の教育精神の全国的な普及

昭和 女子 大学の有す る特徴の有効的活用

(上記の資料は各々、筑波大学は同大学学務部学務第二課長、吉原治氏と同課教育公開係長、藤

井謙一氏、早稲田大学は同大学エクステソショソ ・セソター ・学事担当チーム リーダー、南川良

典氏、昭和女子大学は同大学オープソカレッジ編成企画部長 ・学院長代理、阿部賢典氏 とのイソ

タヴューに基づ くものであるが、誤 りがある場合その責任はすべて当方にあることは言 うまでも

ない。諸氏に深謝致 します。)
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5.調 査結果の分析並びに本学における生涯学習の実施に向けての課題

①運営組織について

企画 ・運営については、筑波大学の場合、公開講座委員会が中心で、最終決定は全学

教授会でなされ、早稲田大学 ・昭和女子大学の場合、専用のセソターが中心で、理事会

によって承認される。つまり実現に向けてはなによりも全学的な レヴェルの運営委員会、

ない しは専用のセソターの創設が必要 とい うことである。そ してその委員会ないしはセ

ソターが中心となって企画 ・運営 される運びとなる。教員については正規の授業との併

任は可能であるが、職員については三大学の例からこの事業専属の職員が必要となろう◎

筑波大学が持つような施設上の余裕がな く、昭和女子大学が有するような専用の施設

を持たない場合、他の組織 との連携は十分考慮され るべきであろう。つまり本学が現在

すでに取 り組んでいるように、近隣の市町村等の組織 との連携や施設の活用をはかれば、

より有効な活動が展開で きることになろ う。その場合は当然ながら、講師の送迎、会場

設定、受講料、講師料等の役割の分担を予め明確 にしてお く必要がある。

予算措置に関 しては、筑波大学の場合、大学の予算とは別枠で公開講座経費として国

に請求 し、早稲田大学 ・昭和女子大学の場合、各運営委員会で企画 ・予算の計上を行い、

大学の理事会の承認を受ける。本学の場合、当然後者の形をとることになろう。

② 施設利用について

筑波大学は周知の通 り、広大な敷地 と各種の施設を有 し、その うち教室、大学会館、

講堂、グラソ ド等利用で きる全ての施設を利用 している。この大学にとって学外の人に

施設を見てもらうことも、公開講座の重要な目的の0つ なのである。従って、もし大学

の既存の施設のみを利用するのであれば、筑波大学のような施設に余裕のある大学は別

として、日頃から施設を 目いっぱい使 っている小規模の大学ではかなりの困難が予想 さ

れる。休業期間中を除けば、平 日の朝、昼はほぼ使用不可能であろう。とすれば、残る

可能性は、平 日の夜間、土曜の午後、日曜、休業期間中となる。大学の授業と別枠であ

るとすれば、これもやむを得ないであろう。 これを避けるには、大学以外の施設の利用

を検討す る他ないであろう。

早稲田大学 と昭和女子大学の場合、施設利用に関 してはかな り相違 している。両大学

の生涯学習活動への取 り組みの上で、最 も顕著な相違点はこの施設利用にあるとも言え

る。これはまた、一般的な意味で大学施設の有効な利用方法を考える際に対照的な方法

として提示できる。すなわち、早稲田大学が昼夜にわたって空き時間を利用 して教室等

の施設を活用す るのに対 して、昭和女子大学ではキャソパス外に専用施設(こ の場合は

建物の賃貸方式)を 設けて終 日のプログラムを消化 している。両大学ともそれぞれメリッ

ト・ディメ リットがあることは言 うまで もない。利用者に応 じた適切なカリキュラムの

提供と施設運用上の自在さの点では、専用施設を有す ることは有利であるが、高額の賃

貸料は運営経費上大 きな負担となる。一般的には、多 くの大学では早稲田型によると考

えられるが、本学においても生涯学習を含めて、施設のより積極的な活用に取 り組むべ
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きであろう。それに加えて、大学外の公共機関との連携により大学施設を越えた企画の

発展 も考えられる。

③ 講座 ・講師について

夜間の講座 については、資料(2)の回答の通 り三大学とも開講 しているが、運営上かな

りの相違がある。すなわち筑波大学の場合、担当講師がすべて責任をもって行い職員は

タッチ しないのに対 し、早稲田大学 ・昭和女子大学では職員も残って協力する。筑波大

学では担当講師だけでも 「特に不都合な点はない」とい うが、これは事務サイ ド(回 答

下さったのは職員の方であった)か らの見方であ り、実際に担当する講師にすれば、授業

の開始時、終了時、仕方な く遅れた場合など、かなりの精神的負担が予想される。 もし

夜間に開講するのであれば、職員も関与する方が望ましいであろう。 しか し職員の協力

が得 られたとしても、昭和女子大学の回答にある通 り、 「ローテーショソ制で夜間勤務

につく職員の負担が大 きく、学内の他の施設の職員との不公平感を生 じることもある」

という。

講師の選定については、三大学とも夜間の講座を除けばスムースに運んでいるようで

ある。 とりわけ筑波大学の場合、公開講座は建学の理念の一つであり、就任時には趣旨

説明もなされているので、依頼も難 しくはないという。昭和女子大学では 「最近ではオー

プソカレッジでの生涯学習活動への理解が高まり教員は協力的である。」つまり教員の

側の生涯学習に対する意識の向上が何よりも重要とい うことであろう。

講座の中止は予想どうり応募者の少なさにあるが、新設の目安と人気講座に関する意

見は傾聴すべきであろう。筑波大学では新設の目安は話題性で、近年問題とされている

ことを取 り上げるのも公開講座の役 目ととらえている。人気のある講座は健康と心とい

う現代的な問題をテーマに したものという。早稲田大学 ・昭和女子大学については、両

大学とも開講科 目については受講者 の状況、社会の動向等を考慮 しつつ、それぞれ前年

度の運営委員会において企画、承認を受け運営されるが、大学の トップイソテリジェソ

スの公開を目指すとともに、特徴あるものをうちだ している。 しかし人気のある講座は、

語学、古典文学、歴史といった古典的なものであるという。本学も実施に際 しては、 リ

サーチはもちろんのこと、こうした他大学の講座内容の動向を十分考慮に入れるべきで

あろう。また最 も受講希望の多い語学講座の講師については、とりわけ早稲田大学と昭

和女子大学の場合、地の利 もあり外国人講師の確保は比較的容易とい うことであるが、

本学の場合はこの点に関 しての難 しさが予想される。

④ 受講者について

地域住民を最 も視野にいれているのは、やは り住民との融和を公開講座の目的の一つ

に挙げている筑波大学である。早稲田大学ではむ しろ国際化の促進に積極的である。 も

ちろんこれは相対的な現象で、立地条件の結果とも考えられる。

早稲 田大学と昭和女子大学では、男女比にかなりの相違がみられる。早稲田大学では

1,
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比較的男性の受講者率が高いのに対 し、昭和女子大学では圧倒的に女性が多い。これは

まさに両大学の有す る特徴が生涯学習において有効に生かされている結果 と言えよう。

本学においても、開講講座の設定にあたっては、一般的な文化サークル活動 とは一線を

画す るイソテリジェソスの提供を目指すべきであ り、さらに夜間開講の可能性は、受講

者にとって交通上の便宜さが大 きな要因となる点を考慮すべきであろう。

⑤ プラス面 ・マイナス面について

プラス面は三大学とも微妙に異なっている。筑波大学では、 「大学への親近感」、

「イメージ ・アップ」、 「教員の資質の向上」であ り、早稲 田大学では 「創立者の教育

精神の全国的普及」、 「教育の場の国際化」であり、昭和女子大学では、 「知名度の向

上」、 「在学生用のダブルスクールと卒業用の リカレソ トスクールの場の提供」である。

本学の場合どこに焦点を当てるのか、十分検討 しなければならない。

マイナス面はやは り、財政上の問題である。筑波大学のような国立の場合、財政的困

難にもかかわらず 「地域サーヴィス」に徹することもできるが、私立の場合は事情が異

なる。昭和女子大学は、別の施設利用による財政的負担 とともに広報 ・広告活動費の負

担の大きさも指摘 している。私立大学である本学にとっても、この事業は財政的負担に

なる可能性は十分予想されるだけに、計画立案にあたってはこのディメリットをいかに

乗 り切るかの方策を十分検討する必要がある。

⑥ 理念と今後について

筑波大学における公開講座の理念は、一貫 して地域住民との融和 と大学のイメージ ・

アップである。今後は現在の90講 座から100講座 に増や したいという。早稲田大学 と昭

和女子大学はかならず しも地域住民にこだわらず、両大学とも以下のようなほぼ同0の

目標を挙げている。1)ト ップイソテ リジェソスを 目指すこと2)在 学生に対す るダブル

スクールの役割を果たすこと3)卒 業生に対するリカレソ トスクールの場を提供 し、生

涯教育を実現すること4)早 稲田大学の場合は外国の大学との提携により教育の国際化

を大いに推進 し、昭和女子大学の場合は日本人 と外国人受講者との国際交流の場を提供

すること。筑波大学と他の二大学との相違は、各々の大学の方針のみならず、都市近郊

と都心部 という立地条件にも由来 していることは十分予想される。

本学においても今後生涯学習に取 り組む際には、上記三大学の例を参考にしながら、

本学としての理念、目標を明確に表明すべきであろう。その場合、最も留意すべきは本

学ならではというべき特色を発揮するよう考慮 しなければならないことであろう。すで

に本学の公開講座は地域社会における大学開放活動 として定着 しつつあり今後 も一層の

充実 ・発展が求められている。これに加えて、より多彩な生涯学習の企画化に当たって

は、学内の理解と協力体制の組織作 りが必要である。早稲田大学 ・昭和女子大学のよう

に専用の組織や施設を設けて全面的な活動に取 り組むことは現在のところ望めることで
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はない。しかしそこから学ぶべきことは、生涯学習に対する大学内の教授スタッフの関

心と協力が、単に活動への参加にとどまらず、本来の学生指導の活性化に反映されてい

るという点である◎本学の将来構想への展望 とあいまって生涯学習への積極的な取 り組

みの時期到来 と考える。

課題まとめ

上記では本学における生涯学習の実施に向けてのい くつかの課題を断片的に指摘 したが、

最後にここで簡単に総括 してお く。

まず組織については、専用のセソターを保有 しない現在、本学としては筑波大学のような

全学的な規模での企画 ・運営委員会を組織すべきであろう。もちろん教員と職員から構成 さ

れ、将来はセソターにすることも念頭にいれておかねばならない。

施設については、将来的には学外の活動セソターを利用できるとしても、交通の便を考え

るとやは り学内施設に頼らざるを得ないであろう。その場合、正規の授業への乗入れをしな

いとすれば、教室の空 き時間の関係から必然的に夜間の講座とい う形になろう。 このときに

は上記三大学の例からもわかる通 り、教職員の同意 と協力が得られるような十分な意志統一

と体制作 りが必要となる。また当然、他の組織との連携を強化、拡大 してゆくことも忘れて

はならないo

講師に関 してはやは り、原則として本学の専任講師以上 とい う形になろうが、調査の結果

最 も重要と思えたのは教職員における生涯学習の理念の周知徹底である。なぜ生涯学習を行

うのか、それに対する明確な解答を各自十分認識することが大事なことなのである。その認

識が本学にとっての最大の課題と言える。

立地条件の関係上、本学は筑波大学のような地域 との融和に重点をおき、地域住民に十分

働 きかけるべきであろう。国際化と地域住民との融和、難題ではあるがこれも大 きな課題で

ある。

財政上の課題に関 しては、言 うまでもなく十分の配慮が必要であろう。

最後に繰 り返 しになるが強調 してお くと、本学にとって最も重要な課題は、生涯学習に対

する本学な りの意味づけである。それこそまさに本学における生涯学習の理念となることで

あろう。(武 久文代 田中良)

(3)外 国 の大学の調査報告

1.調 査 対象

本報告で は、調査対象 と してアメ リカの ウィス コソシソ州のマ ジ ソソ市 にあ るウィス コ

ソシソ州立大学(UniversityofWiscons董n/Madison.以 下UWと す る)を 選 んだ。そ れ

は以下 の理 由による。

す なわち、1970年 代 後半以 降アメ リカでは 「いつで も、 どこで も、年齢、性別 、能 力に

関わ らず 、学習 の機会 が保障 されてい る生涯学 習社 会の確立」 とい う教育理念 が提起 され
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た。 その内実 は、いわゆ る 「ポ ス トセ カソ ダ リー教育(中 等後教育」)の 整備 を求 め る社

会的要請であ った。

UWは1891年 か ら生涯 教育サ ー ビス を提供 してお り、一世紀 を越 え る実践 の蓄積 があ

る。 さらにそれは今 日的生涯学習需要 に応 答すべ く、新 しいシステムで教育の機会均等原

理 を現実 の もの と し、地 域住民 の(生 涯)学 習権 を保障 す る独 自の生 涯学習 プ ログラムを

策定 してい る。従 って、本学 が独 自の 「生涯学 習 システ ム」 を構築 す るに際 しては、UW

よ り多 くの興味あ る示唆が得 られ る もの と考 え られ るので ある。

2.調 査 方 法

調査 は主 と して、UW発 行 の資料 の収集 とその 内容 の検討 を通 じて行 った。調査 資料

は 「Extension-Independent-Study‐1990‐91GeneralCatalog」 を 用い た。

3.UWの 規 模 ・特性

UWは 敷 地面 積560エ ー カー(約230ヘ クタール)、3学 部6大 学 院 か らな る州立大学 で

ある。学部学生数30,955人 、大学 院生数14,095人 、蔵 書550万 冊 を擁 してい る。

4.UWの 生 涯学習制度 の概要

(1)生 涯 学習担 当部局

生涯学習担 当部局は、 ウィス コソシソ州立大学 エ クステ ソシ ョソセ ソター(University

ofWisconsin-ExtensionIndependentStudy)で あ る。企 画運営 に当た っては、同 エ ク

ステ ソシ ョソセ ソター事務 局が担当 して お り、学 内の様々 な部局 と も連携 してい る。 さ

らにUW以 外 の組 織、例 えばUW系 列 の大学、地方大学 、高校、公立 図書館 との連i携

もみ られる。

(2)エ クステ ソショソコースの内容

エ クステ ソシ ョソコースには以下4コ ースが用 意 されて いる。す なわち、① 大学 単位

認定 コース(UniversityCreditC・urse)、 ② 高校 生のための単位認定 コース(HighSch・ ・l

CreditC・urse)、 ③ 継続教 育 コー ス(C・ntinuingEducati・nC・urse)、 ④ 職 業 ・成人教

育単位認定 コース(VocationalTechnicalandAdultEducationCreditCourse)で あ る。

科 目数は ビジネス、数学、工学 、心理学 等64分 野 に及 び、468講 座 が開設 されてい る。

(3)利 用 目的

毎年約1万1千 人 がエ クステ ソシ ョソ コースを利用 してお り、そ の利用 目的 は以下8

点 に集約で きるで あろ う。す なわち、① 大学 あるいは高校 卒業資格の取得 、②免許 ・資

格 取得、③ 職場での昇進、④新 しい価値 観 ・技術 の取得 、⑤ 卒業資格単位補完 、⑥単位

互 換、⑦ フル タイム学生の単位取得 、⑧ 高校在学 中の大学 単位取得で ある。

(4)各 コー スの概要

1)大 学 単位認定 コース

この コー スでは セメスター制 が実施 されてい る。 また学 士号は認定 され ないが、 こ

こで取得 した単位は短大卒 または学士 号取得の ための単位 と しては認定 され る。具体

的な プログラムと しては、以下2つ の ものが ある。 それは、① 教員養成 プ ログラム
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(TeacherTrainingPr・gram)と ②資格取得プログラム(UWExtensi・n(;ertificati・n

Program)で ある。前者は教員免許状取得のためのコースであり、また後者はさらに

人文 ・社会科学及びい くつかの選択科目か らなる0般 教養 コースと職業資格認定 コー

スに類別される。

2)高 校生のための単位認定 コース

このコースは①高校卒業資格の取得、②大学または短大の入学資格の取得、③一般

教養の修得、④大学1年 次の科 目履修 と単位認定のために用意 されている。 とりわけ

④については高校の校長ないしは指導教員の推薦があれば履修を許可され、正式に単

位認定される制度である。

3)継 続教育コース

このコースでは正規の大学教育の単位認定はなされないが、エクステソショソコー

スの単位として認定され、認定書が授与 される。

4)職 業 ・成人教育 コース

このコースは各職業分野の初歩的専門教育を行 うものである。単位取得すれば正式

な認定書が授与される。

5.本 学への示唆

以上収集資料の分析を通 じて、UWの 生涯学習システムの内容を検討 した。そこでは

性別、年齢、居住地域を問わない、またパー トタイム就学を可能とする様々な生涯学習機

会が整備 されている。こうした点は、まさにアメリカ高等教育機関の面 目躍如といったと

ころである。そのうちとりわけ興味深いものは、高校生のための単位認定 コースであろう。

日本の場合に敷衛 してみると、これはある意味では①大学入学資格取得 と、かつて制度化

されてお りまた最近の教育改革論議の中で再び話題となっている②飛び級のための制度で

ある。 こうした制度は、学校教育と社会教育を統合する概念としての生涯学習体系を体現

したものとして捉えられよう。生涯学習 といえば一般的には学校教育を修了した成人に対

する教育サーヴィスとい うイメー ジが強い。だが、在学青少年の学校外活動に加えて、学

校 システム内における 「飛び級」 も上記の概念に照らせば、生涯学習の一つのあり方 とし

て位置づけることができよう。

時折 しも、わが国においても文部省の協力者会議の中間報告(1993年)で 、数学と物理

に限 りUWの このコースと同様の制度の導入が提言 された。その内実は、①新設された

「科目等履修生」制度を利用 した受け入れと単位認定、②研究生制度を利用 した個別指導

やゼミへの参加である。こうした制度は、生涯学習の一環として より広い学習権保障に寄

与すると同時に、大学にとっては目的意識のはっきりした意欲ある入学者の早期確保策 と

しての意義を持つ。

今後の18歳 人口急減といった環境要因の中で、とりわけ私立大学にとっては学生確保が

緊急かつ重要な課題となることは不可避である。本学もその枠から外れるものではない。
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本学の教学 の理念に沿った積極的な学生確保のためにも、UWで 実践 されているような

「高校生のための生涯学習制度」から学ぶべき点は多いものと思われる。上記の提言とも相挨っ

て、わが国においてもこうした制度の急速な普及が予想される。今後の動向に注 目したいと思

う・(山 田隆敏)

資 料(2)

問1

問2

(」

4

問

問

問5

問6

問7

問8

問9

筑 波 大 学(公 開 講 座)一 国立 大 学 の 例

企画 ・運営の中心は公開講座委員会であるが、最終的な決定は全学教授会でなされる。まず毎年10

月頃委員会が次年度の全般的な方針を決め、各学群 ・学類(筑 波大学は群、類に分かれる)に 諮る。

次にその審議を委員会が取 りまとめ、教授会に諮った後、4月 から実施の運びとなる。学内組織以

外は、タッチしていない。

市町村と共催する場合がある。その場合、講師が出張することになる。講師の送迎、会場設定は市

町村が受け持ち、受講料、講師料は大学が受け持つ。

大学の予算とは別に、公開講座経費として国に要求 している。

教室、大学会館、講堂、グラソド等、利用で きる全ての施設を利用 している。キャソパス移転に際

して、公開講座はメイソ・テーマであり、学外の人に施設を見てもらうことも、その重要な目的の

ひとつであるから。在学生の施設利用との関連については、前年度に調整しているので問題はない。

市町村と共催で出張する場合は、当然大学以外の施設を利用することになる。

開いている。土曜、日曜をを含めて、午後6時 から8時 までの講座もある。その場合、事務職員は

いっさい関与せず、担当講師(学 生の補助員がつくる場合が多い)が すべて責任をもってとりおこ

なう。特に不都合な点はない。

非常勤の方 もいるが、原則として本学の専任講師以上を基準としている。講師の選定に際しては、

まず当該学群、学類で審議され、委員会が承認することになる。希望者を募るが、依頼する場合 も

ある。義務化はされていないが、大学の方針として引き受けて もらっている。謝金は少ないが、非

常勤 として学外に出るより、学内の公開講座を受け持つ方が建学の理念にかなっているから。

中止する理由は、会場が使えなくなる場合もあるが、やはり多くは応募者が少なすぎるためである。

特に募集人数の1割 程度の場合は、中止することが多い。 しかしその場合でも担当の講師が希望さ

れたら実施する。中止するか否かは講師次第であり、決まったルールはない。今後検討する余地は

ある。新たに講座を開設する目安は、やは り話題性である。現代問題とされていることを取り上げ

るのは、公開講座の役目でもあると考えている。市町村からその旨要請される場合もある。その時

は、いわゆる 「カルチャー ・セソター」以上のものが求められているようである。

人気のある講座は、やはり健康と心の問題をテーマにした もの。あまり人気のないのは、専門的す

ぎるためのようである。

あまり知 られていないあるスポーツの講座で コーチの資格が取れるが、それ以外はない。また取得

するための講座 もない。
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問1070%以 上 の出席者には、学長の名前で修了証書をだ している。

問11関 連 は全 くない。

問12全 般的にいえることは、開講期間が長すぎるものにはあまり人が集まらないということ。人がよく

集まるのは、やはり平 日の夜か土曜、日曜である。

問13年 齢は様々である。男女比はできるだけ半々になるよう努めている。参加者は全国にわたっている

が、もちろん地域住民の参加者は多い。地域住民間の融和、つまり学研都市創設と共に移ってきた

人々と従来からの住民を融和させることも、公開講座の目的のひとつである。

問14プ ラス面は、大学への親近感を生み、イメージ・アップにつながることである。また学生以外の人

を教えることで、教員としての資質を高め、経験を広げることにもなる。マイナス面はやはり財政

上の問題である。かな りの赤字をだしている。 しかしこの事業は元来地域へのサーヴィスという精

神から発 しているので、それもいたしかたない。

問15問13、14で 回答 した通 り、大学におけるこうした講座は、地域住民間の融和をはかると共に大学の

イメージアップを目指 している。将来的には、出張講座を増やすなどして幅を広げてゆきたい。近

年85講 座 から90講 座であるが、将来は100講 座 に増やしたい。そのためには、近々土曜休みとなる

小学生を対象とした講座をもっと増やす必要があるのではないかと考えている。

(上記の回答は、平成4月6月 、筑波大学学務課事務室における同大学学務部学務第二課長、吉原

治氏と同課教育公開係長、藤井謙0氏 とのイソタヴューに基づ くものである。)

問1

問2

問3

問4

早 稲 田大 学 エ クス テ ソシ ョソ ・セ ソ ター 一 私 立 大 学 の例1

昭和56年 にエクステソショソセソターとして開設されたが、61年 にはセソター専用棟が完成し、63

年には名称が 「オープソ・カレッジ」と改称された。企画 ・運営の実務はセソターの責任で行われ

るが、主体の大学の一組織のとして教務部に属 し、セソター所属の職員も大学より配属される。

行政との連携としては、新宿区の教育委員会との連携により区民大学として1講 座を受け持つほか、

さらに、同区のPublicHealthCenterに1講 座 を担当。

企業との連携としては、関西地域のホテルとの連携により特別セミナーを企画 し、大学からは講

師派遣を行なう計画も進行中。

企画 ・運営上の予算はセソターの運営委員会が立案 し大学に提出され、大学全体の予算の中で審議

決定されるが、予算執行の実務はセソターに任 されている。事業の運営上の利益は大学へ還元され、

不足の場合には大学がその補填を行なう。

講義用には、大学の空き教室を利用するが、主婦層を中心とする受講者は昼間の講座を希望するた

め、その時間帯の教室の確保が難 しい。一方、夜間講座は教室も十分確保出来る上、大学 自体 も二

部制をしいているので、管理上の問題はないが、セソター職員のシフト制がなく、負担が大 きくな

ることが問題である。運動場や体育館等の利用希望は多いが、学生の授業時間内および放課後共、

使用は困難である。大学の施設利用に関 しては、授業 ・サークル活動等が優先されるので、毎秋、

カリキュラム決定にともない、次年度の空き教室利用計画をたてる。大学外の施設利用は原則とし

ては行なわないが、空き教室がない場合、区の研修セソターや公民館を借 りて、特別セミナーを行
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なう場合もある。

問5夜 間講座は、通常月曜 日から金曜 日の午後6時30分 か ら8時30分 の時間帯に語学 ・ビジネス講座等多

数開講 されている。利点としては、空 き教室が利用 しやすいこと、退社後の時間を利用する受講者

を対象にできることである。不利な点としては、勤務体制上、セソター職員の負担が大 きいこと、

交通の便の上で、遠方の受講者が集まりにくいこと、学内の教授への依頼が難 しくなることなどで

ある。

問6セ ソターの運営委員会で次年度の開講講座の企画を検討、講師との交渉の上大学に申請 し、承認を

得る。講師選定の基準としては、まず学内の教授に依頼するが、都合悪い場合には学外者へ依頼す

ることも多々ある。その場合、原則として、ますモ早大卒業の研究者や専門家に交渉を行なう。た

だし、外国語講座のnativespeakerは 外部の講師に依頼することが多いが、語学講座への受講希

望者は常に多数のため、適切な講師の確保には努力を要する。

問7既 設講座の中止の理由としては、受講者数の不足か、特定の講師の辞退で継続不可能になるかによ

る。開講科 目の検討にあたっては前年度の科 目の継続を原則とする。新講座の増設にあたって、特

にリサーチは行なわないが、既設講座の受講者のバラソスにより人気度を考慮 し増設をはかる。そ

の場合、セソターの運営委員会で内容を企画、予算化 し大学の承認を得る。

問8人 気のある講座としては、昼夜を通 じて語学講座であるが、一般的に人気の高い科 目は、 日本の古

典文学や歴史講座である。不人気な講座としては、一般的な認識度の低い科目の場合が多 く、講師

が適任者であっても受講者の関心が低いことがある。なおセソター開設以来平成3年 度までの講座・

会員 ・受講者数は、年々順調な増加を見ている。

問9現 在のところ、特別な資格取得のための講座はないが、昭和63年 度 より全講座にオープソカレッジ

独自の単位制が導入された。基準は 「90分授業を5回(7.5時 間)で1単 位」とし、3分 の2以 上

の出席を要する。取得単位数の合計が76単 位でオープソカレッジ修了書が授与される。修了者は準

校友として、大学主催の講演会等への参加、図書館や演劇博物館の利用が許可される。

問1076単 位を取得 した修了者に対し、次年度の 「オープソカレッジ開講式」において大学総長より修了

証書が授与される。今までに計4名 の修了生が登録されている。

問11オ ープソカレッジの授業は、大学の正規の授業とは関係無 く授業への乗 り入れ等は行なわれない。

問12開 講期間としては、春季、秋季、および通年であるが、それによる応募者数の変動は見られない。

時間帯としては、主婦層を中心とした受講者からは、昼間の講座の開講希望が多いが、教室施設の

都合上、これ以上の増設は難 しい。講座は主として大学の施設を使用して行われるので、開講場所

による受講者数の変動はないが、むしろ、講座内容に対する受講者の好みによる変動の方に注意す

ぺきである。

問13平 成3年 度の全受講者数7,359人 の男女比は、男性26.5%に 対 し、女性73.5%で あった。また、年

令別に見ると、女性は、20才 代 ・40才代 が最 も多く、30才 代 がそれに続 き、50才 以後は急減する。

男性は、20才 代 をピークとして60才 代 まで横這い状態が続いている。

居住地域の特徴としては、東京都、埼玉、千葉、神奈川各県からの受講者が多い。

問14プ ラス面 としては、現在、大学が直面 している18才 人 口の減少に備えての生涯学習構想の必要性に
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加え、早稲田大学が求めている本来の目的は、大学創設者の提唱 した教育精神をより広 く全国的に

普及することにあり、地方都市での公開講座への講師派遣等の生涯学習活動を通じて、その目的の

一部が達っせられたこと:さ らに、米国のUCLAと の連携による短期留学プログラムの開設に続

き、ミシガソ大学、オレゴソ大学との提携を広げ、学習の場を国外に発展させることにより、教育

の国際化の実践を可能にしたことである。

一方、マイナス面としては、活動の主力がどうしても関東地域に限定されがちになり、大学本来

の教育精神の全国的普及の目的にそ ぐわないことである。

問15大 学が目指す生涯学習の目標は、以下の観点に基 くものと考える。

1)ト ップイソテ リジェソスを目指す こと

2)在 学生に対するダブルスクールの役割を果たすこと

3)卒 業生に対する再教育の場を提供 し、生涯教育の実践をはかること

4)教 育 の国際化を発展させることにより、国際交流の実践を目指すこと

(上記の回答は、平成4年6月 、早稲田大学エクステソショソ セソター・学事担当チームリーダーの南川

良典氏とのイソタービューに基づくものである。)

問1

問2

問3

問4

問5

問6

昭 和 女 子 大 学 オ ー プ ソカ レ ッジ ー 私 立 大 学 の例2

平成元年、大学の一組織ではあるが、大学本体とは別の施設としてビルをレソタルし、多様な内容

を提供する 「生涯教育セソター」を発足させた。運営の主体は大学にあるが、実際の企画運営は、

オープソカレッジの学院長のもとで専任の職員によって行なわれる。職員は大学に所属 し、学内の

諸施設問の配置転換により配属される。

行政との特別な連携はないが、美術鑑賞の講座には世田谷美術館との相互提携をはかっている。原

則として、企業との連携による冠講座は設けないが、企業からの講師を招聰することもある。

予算はオープソカレッジの運営委員会で計上 し、大学の理事会に提出、承認を受けるが、運用は運

営委員会によって行なわれる。収支状況としては、 ビルのレソタル料が、経費の約25%を 占め、経

営上の負担が大きい。

原則として、大学内の施設は使用せず、オープソカレッジ専用の建物に講義用の教室、美術 ・音楽

等の特別教室、本格的茶室、また最上階には、レディースフィットネスクラブ等、多様な施設を設

けているので、独自の活動が可能である。大学の外に施設を設けた理由は下記のごとくである。

1)女 子大であるため、女性用施設に偏ってお り、社会人の受入れに不向きであること2)女 子 大

としての治安上の配慮3)大 学内禁煙の規則の厳守と喫煙による火災の予防等である。

その他の施設として、大学所有の都外の研修学生寮を利用する場合もある。

各種の夜間講座を開設(19:00～21:45)し てお り、開講科目としては、語学講座、資格取得用講座、

キャリア・アップ対象の講座、イソテリア科 目等がある。

利点としては、教室施設の有効的活用および、退社後の時間を利用 したい社会人受講者の受け入

れに適 しているが、不利な点としては、ローテーショソ制で夜間勤務につくセソター職員の負担が

大きく、学内の他施設の職員との不公平感を生ずること、および、夜間授業を担当する学内の教員

への講師依頼が難しくなることである。

原則として、講師は学内の教授陣から選考するが、技芸講座(茶 道・手芸 ・工芸等)の 講師は外部
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から採用する。全体として、大学専任教員が3割 が占める。特に、文学関係の講座の半数は学内の

教授によるが、国際関係等の講座には、特派員、NHK関 係者にも依頼 している。講師の選定は、

運営委員会で企画、交渉 し、承諾を得るが、学内の教員からの希望申し出も多 くなり、最近では、

オープソカレッジでの生涯教育活動への理解が高まり、協力的である。待遇の点では、内部と外部

の講師では若干異なるが、非常勤講師の手当てにほぼ相当する程度。

問7開 講中止は、受講者が5名 以下になる場合に検討され、申込者に説明し了解を得る。受講者数が最

低講師料をカバーすることを目安とするが、開講科目を発表 している以上、社会的信用問題として、

最低6～7名 の少人数でも開講する努力が必要である。新講座開設は、新聞、雑誌等からの資料、

他のカルチャー ・スクールの開講講座の検討、学内の教授からのアドバイス等を目安 として、企画

される。現在の講座数は開設当時の110ク ラスから約400ク ラスに増加し、教室施設が有効に利用さ

れている。

問8人 気講座としては、語学、古代 日本文学 ・日本史が常に安定 した人気がある。ワープロ・パソコソ・

イソテリア関係の講座、技芸講座(特 に茶道は本格的茶室で行なうため人気抜群である)、 国際関係論、

実務資格取得用の講座等も人気が高い。

比較的人気のない講座としては、近代文学、現代史、手芸 ・工芸関係の講座である。

問9特 別に資格取得の講座はないが、公的資格取得の受験対策としての講座があ り、受講者が多い。指

導者資格の免許を与える講座(書 道、フラワーデザイソ等)は 、各講師の認定により免許書が授与さ

れる。

問10所 定講座回数の75%以 上の出席により単位を認定 し、各期毎の取得単位の合計62単 位 を取得 した受

講生に 「オープソカレッジ総合修了書」を送付する。

問11オ ープソカレッジの授業は、現在のところ正規の授業との関連はない。ただし、体育の単位に関 し

て、オープソカレッジでのフィットネスクラブの活動が、大学の体育教員の指導により正規の体育

単位への振 り替え認定されており、人気がある。

他に、 「ボス トソプレップコース」と 「リターソコース」は、大学のボストソ分校での語学研修

授業との関連で受講(有 料)出 来るが、単位化はされない。

問12開 講期間や時間帯による応募者数の変動は見られない。講座の設定は、受講者のターゲットにより

設定されているので、語学講座では昼夜共受講者数は安定 している。また、資格取得講座は、キャ

リア ・アップを求める社会人受講者からの夜間の開校希望が多い。主婦層を対象にする科 目の場合、

夕刻の時間帯は避けている。

問13年 令構成は、24才 か ら25才 を ピークにして、45才 前後がそれに続 くが、子育て時期の30才 前後は少

ない。55才 か ら60才 は減少傾向にある。男女比は、女性が92%に 対 し、男性は8%に 過 ぎないが、

これは、主体の大学が女子大であることから、開講講座も女性向きが多 く、男性の受講者対象には

不向きな面があると考えられる。居住地域性に関 しては、あまり特徴的なものは見られない。

問14オ ープソカレッジ活動に関 して単純な評価は下せないが、プラス面としては、1)大 学 全体の知名度

を上げるには効果的であること、2)大 学教育と生涯学習との関連から、在学生用のダブルスクール

と卒業生用のリカレソ トスクールの場を提供できることである。

マイナス面としては、1)大 学経営の上では、財政的負担になる可能性が大 きいこと、2)受 講対象

者に向けての広報 ・広告活動費の負担が大 きいこと等である。
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問15オ ープソカレッジにおける生涯学習の目標は以下の観点に基 くものである。

1)ト ップイソテ リジェソスを目指すこと

2)在 学中の学生に対するダブルスクールの役割を果たすこと

3)卒 業生に対するリカレソト教育の場を提供 し、生涯学習を実現すること。

4)日 本人と外国人受講者との国際交流の場を提供すること。

なお、大学が行なう生涯学習において最 も大切な点は、各大学が有する特徴の有効的活用に留

意することにある。

(上記の回答は、平成4月9月 、昭和女子大学オープソカレッジ・編成企画部長 ・学院長代理の阿部賢典

氏とのイソターヴューに基づくものである。)

第2章 高等教育機関に対する生涯学習需要に関する調査

一関西文化学術研究都市圏近隣の市町村を中心に一

1調 査の概要

(1)調 査のねらい

平成2年 の中央教育審議会の答申、あるいは一昨年7月 改正の大学設置基準においては、

生涯学習推進に果たす高等教育機関の役割 と、それに付随する諸条件の整備拡充の必要性が

指摘 されている。そのねらいは、制度および規則の柔軟化によって高等教育機関を広 く地域

住民に開放 し、 日常生活圏における生涯学習システムを整備することにある。こうした一連

の流れの中で、高等教育機関の地域社会への開放のあ り方や貢献の可能性を検討することは、

緊急かつ重要な課題であると考えられる。本調査は、 こうした趨勢の中で、生涯学習推進を

めぐる、大学と地方 自治体における生涯学習担当部局 との連携 ・協力の可能性と、その望ま

しいあり方を探ることをねらいとしている。

とりわけわれわれの関心は、上記一般的課題を絞 り込み、本学の教学の理念およびその立

地条件を考慮 した自治体 との連携 ・協力関係の効果的推進策を見出すことにある。本学は、

二学部一教養部からなる文科系大学である。また、歴史的文化風土としての 「奈良」、およ

び新 しい文化と知的情報の発信拠点としての 「関西文化学術研究都市(以 下学研都市)圏 」

という立地条件の中にある。それゆえ、学研都市圏自治体との連携 ・協力関係を基軸 として、

本学がどのような寄与 ・貢献をな しうるかを把握することは、重要な調査課題であると思わ

れる。さらにこうした課題を担 う本調査は、今後の大学経営戦略に資する 「マーケティソグ

戦略」の実践例の一つとして位置づけることがで きよう。

(2)調 査対象 ・方法

① 調査方法

本学に近接する学研都市圏の66市 町村(奈 良県下47市町村、大阪 ・京都府下19市町村)の 生

涯学習担当部課を調査対象とした。

② 調査方法と時期
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調査方法は郵送法によった。調査票に加えて、生涯学習担当部課への回答参考資料 とし

て、本学の大学案内を同封 した。調査時期は、1992(平 成4)年8月 末から9月 下旬とし

た。

③ 回収結果と統計処理

1992(平 成4)年10月21日 現在で、40市 町村から回答があった。回収率は60%で あった。

その内奈良県下では31の 市町村から回答が寄せられ、県下の回収率は65%で あった。回収

調査票の統計処理は、本学情報処理セソターACOS430-70を 利用 し、今泉、湊、横田

の各先生方にご教示を賜った。調査票のコーディソグおよびデータの打ち込み作業につい

ては、本学学生諸君の協力を得た。

(3)調 査項 目

調査項 目は大別すると、①生涯学習担当部課の対応状況(問1～ 問4(4))、 ②生涯学習資

源と しての大学の利用状況(問4(5)～ 問6)、 ③生涯学習システム構築における大学の役割

(問7～ 問8)、 ④生涯学習概念の把握(問9)、 ⑤本学への期待(問10)、 ⑥フエイスシー

ト、からなる。①は各市町村の生涯学習のハー ド面での、② はソフ ト面での基盤整備状況の

把握をね らいとしたものである。③ は、地域の生涯学習機会提供主体としての市町村が、生

涯学習システム構築における大学の役割をどのように評価 しているのかを把握することを目

的としている。④は、 「地域住民対象調査」および 「学内の教職員調査」と共通設問項 目と

なっている。そのねらいは行政側の 「生涯学習」概念の把握内容を知 るとともに、調査対象

間の認識差を抽出することにある。⑤は、本学が市町村の生涯学習推進にあたって、どのよ

うな連携 ・協力が可能なのかを具体的に探 ることを 目的とす る。⑥では、地域特性、団体種

別、公立学校数、社会教育施設数、回答者の職位、についての項 目を設定 した。

表一1地域特性別構想・基本計画・建議等の策定状況(紛

II調 査結果の概要と若干の考察

(1)生 涯学習担当課の対応状況

(1)生 涯学習推進基盤の整備

問1で 生涯学習推進のための構想 ・基本計画・

建議等の策定状況を聞いてみた。全体集計では、

すでに出した市町村が17.5%、 策定中が35%、

未策定が47。5%で あった。その地域別内訳は、

表一1の 概要となってお り、 「人 口急増地域

(以下急増地域)」 での積極的対応(70%)と 、

「過疎地域」での対応の遅れ(27.4%)が 目立

つ。団体別内訳(表 一2)を 見ると、 「町」 レ

ベルの対応(68.8%)が 目を引 く。 これは、学

研都市圏近隣においては、住宅開発に伴 う人 口

急増地域の多 くが 「町」に集中することに起因
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譜 急増地域 過疎地域 未変化
地 域

すでに出した 20 9.1 21.1

策定中 50 27.3 31.6

未策定 30 63.6 47.4

表一2団 体別構想・基本計画・建議等の策定状況(瓢)

睡 市 町 村

すでに出した 14.3 18.8 20.0

策定中 28.6 50.0 20.0

未策定 57.1 31.3 60.0
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す るものであろう。 表一3地域特性別・団体別生涯学習モデル市町村指定状況(%)

こうしたエ リアには、相対的に行政水準の高

い大都市からの転入者が多く、彼らは潜在的に

高い行政ニーズをもっている。そして、すでに

人 口増加を経験 した隣接 自治体に、病院 ・文化

施設 ・設備が存在するとそれに影響 されるとい

う 「デモソス トレーショソ効果」によって、よ

り0層 行政需要が高まる。その結果、こうした

事態に対する対応として行政水準の底上げが見

られるのである。本調査の回答結果に照らせば、

生涯学習需要についても、こうした一連のメカニズムがある程度機能 している可能性が強い。

次に問2で 、生涯学習推進のための基盤整備状況について聞いてみた。生涯学習モデル

市町村の地域特性別 ・団体別指定状況は、表一3の 概要になっている。ここで も 「急増地

域」の指定比率が最も高い。また生涯学習推進のための機構整備についても、大半の市町

村は構想段階であり、また住民対象の生涯学習需要調査をすでに実施 した市町村は、わず

かに8市 町村であった。さらに問3で 、生涯学習セソター等の生涯学習推進のための施設・

設備の整備状況を聞いたところ、7市 町村のみが既設置であった。

以上の点にかんがみれば、 「急増地域」および 「町」 レベルでは、生涯学習に対する積

極的な姿勢が見られると評価できよう。だが トータルに見た場合、自治体 レベルの取 り組

みはまだこれからといった感が否めない。

② 生涯学習事業の実施状況

問4で 、各市町村の平成4年 度の生涯学習事業について尋ねてみた。全体集計では、教

養関係(31)、 趣味 ・けいこごと関係(25)、 健康維持 ・増進(25)、 教育関係(19)な

どが上位を占めている(括 弧内は回答数)。 さらにこれを地域特性別 ・団体別に見てみる

と、以下のような傾向が指摘できる。すなわち、 「急増地域」あるいは 「町」 レベルでは、

「教育関係」、 「家庭 ・日常生活」、 「スポーツ」、 「健康維持 ・増進」の事業を比較的

多 く実施 している。 また、 「人口動態に変化の見 られない地域(以 下未変化地域)」 や

「市」 レベルでは、 「ボラソティアの養成」が重要な生涯学習事業として捉えられている

ようである。こうした回答結果は、 「急増地域」 ・ 「町」 レベルでは、前出の 「デモソス

トレーショソ効果」に起因する、住民の多様な生涯学習需要に対応する必要に迫 られてい

ることを如実に示す ものであろう。また、 「未変化地域」および 「市」 レペルは、どちら

かといえば旧市街地 としての特徴が見られる。そ してこうした都市は、様々な問題を抱え

ている。たとえば、高齢者対策をは じめとする社会福祉関係の問題は深刻である。従来 こ

うした問題は、家族機能の枠内で対処されていた。だが近年、社会的資源利用による問題

解決が有力な克服策 として提唱 されている。そのため、 「ボラソティアの養成」の重視は、

こうした社会的資源需要の拡大という地域的特性に照らしてみれば当然の帰結であろう。

項 目地域特

・団体別
指定 未指定 無回答

急増 地域 40 60

過疎 地域 18.2 7a.7 9.1

未変化地域 26.3 73.?

市 28.6 71.4

町 31.3 68.?

村 20 ?0 10
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(2)生 涯学習資源 としての大学の利用状況

① 大学の保有す る教育資源活用に関す る意識

問3のSQで 、生涯学習資源 としての大学の利用について聞いてみた。全体集計では、

積極的な利用の必要性を感 じている市町村が35%、 できれば活用すべきであると考えてい

る市町村が30%と なっており、計65%が 肯定的回答を寄せている。さらに地域特性別に見

ると、 「急増地域」では70%が 、 「過疎地域」では63.7%が 、 「未変化地域」では63.1%

がそれぞれ肯定的回答を寄せている。また団体別に見ると、 「市」 レベルでは71.5%が 、

「町」 レベルでは62.5%が 、 「村」 レベルでは60%が 肯定的であった。加えてこの設問項

目では、 「わからない」 という回答が 「過疎地域」と 「村」 レベルで多少み られた(そ れ

ぞれ15.8%と20%)こ とを付言 してお く。

② 現実の活用状況

問4(5)で 、平成4年 度の生涯学習事業の うち、大学等の保有する人的資源の利用状況に

ついて聞いてみた。全体集計では、大学等のスタッフが担当す る講座を持つ市町村は、57.

5%に 上っている。地域特性別、団体別では、 「急増地域」80%、 「未変化地域」63.2%、

「市」 レペル71.4%、 「町」 レベル68.8%の 実施率 となる。 ところがこの種 の事業は、

「過疎地域」では27.3%、 「村」 レベルでは20%程 度の実施率であ り、あまり振るわない

ようである。 したがって、大学等のスタッフが個別に、市町村 との関係において出講する

プログラムは、全体 としては徐々に一般化 しつつあるように思われる。だが個々のケース

を見た場合、 「過疎地域」や 「村」の レベルでは、その導入 ・実施は余り進んでいない様

子が窺える。

③ 大学との共催あるいは大学への委託事業の実施状況

さらに問5で 、大学 との共催あるいは大学への委託による生涯学習事業の有無を尋ねて

みた。大学あるいは学部単位で統一的生涯学習課題を設定 し、市町村 との共催あるいは委

託によって複数回の講義を実施するプログラムの導入は、わずか3市 町村に限られていた。

またその事業数は、委託方式が1、 共催方式が3で あった。そしてこれらの自治体は、地

域特性別、団体別に見た場合、いずれも 「未変化地域」の 「市」 としての特徴を有 してい

る。 したがって、この種の生涯学習プログラムは、まだ一般的には普及 していないといえ

よう。

④ 共催 ・委託方式導入の可能性

次に問6で 、将来展望 として、生涯学習機会の提供にあたって こうした共催 ・委託方式

を導入する可能性があるかどうかを尋ねてみた。全体集計では、積極導入支持が12.5%、

できれば導入 してみたいが42.5%と なっており、計63%が 前向きの姿勢を示 している。ま

た導入は無理であると考えている市町村が20%あ った。団体別に見ると、 「市」 レベルで

は50%が 、 「町」 レベルは62.5%が 、 「村」 レベルは50%が それぞれ肯定的回答を寄せて

いる。他方、導入に消極的な回答は、 「市」 レベルが14.3%、 「町」 レベルが18.8%で あ

るのに対 して、 「村」 レベルでは30%と なっている点が注目されよう。 この結果は、問6
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SQ5の 回答結果とよく符合する。すなわち、共催 ・委託方式の導入に消極的な理由とし

て、 「過疎地域であり、大学が近 くにないという地理的制約条件」を挙げる回答が最 も多

かったことがそれを裏付けている。

⑤ 共催 ・委託方式による生涯学習提供分野

間6SQ1で 、共催 ・委託方式を利用 した地域にとって必要な生涯学習機i会を聞いてみ

た。全体集計では以下のようなものが上位を占めていた。すなわちそれは、文学 ・歴史(

42.5%)、 人権 ・法律問題(32.5%)、 環=境・公害問題(27.5%)、 経済 ・経営問題(27.5

%)、 医療 ・健康問題(25%)、 一般教養等(25%)で ある。

さらに地域特性別に見ると、 「急増地域」がいずれの項 目についても最も高い回答比率

を示 している。とりわけ、 「文学 ・歴史」(70%)、 「経済 ・経営問題」(60%)、 「人

権 ・法律問題」(70%)に ついて、他の地域よりも強い生涯学習需要が認められる。団体

別に見た場合、 「市」の レベルが最 も多 くの項 目で高い回答率を示す。次いで 「町」、

「村」の順 となっている。

また、その地域 ・団体にとって特に必要と考えられる項 目については、◎を付けるよう

に指示を した。 「地域 ・活性化」、 「人権 ・法律問題」、 「老後の生活設計」といった項

目は、地域 ・団体の枠を越えてその必要性が普遍的に認められているようである。ところ

が、 「情報化時代への対応」は 「急増地域」で、また 「経済 ・経営問題」や 「農業 ・林業

問題」は 「過疎地域」や 「村」 レベルで、それぞれ特に必要な生涯学習機会として捉 らえ

れている。さらに、 「教育問題」 と 「環境 ・公害問題」は、 「未変化地域」や 「市」 レペ

ルで重視される傾向が見 られる。いずれも、それぞれの地域 ・団体の実情 ・特質を反映 し

た回答結果になっているといえよう。

⑥ 共催 ・委託方式による企画

問6SQ3で 、共催 ・委託方式による生涯学習を推進するためには、どのような企画が

望ましいかをフリーアソサー形式で聞いてみた。具体的記述が見 られたのは、14市 町村で

あった。企画内容としては、 「地域開発 ・活性化」、 「文学 ・歴史」、 「生きがい」など

が挙げられていた。またその方法論 としては、 「大学の講座の開放」、 「シソポジウム ・

セミナー方式」などを挙げる回答が多かった。中には、 「基礎 的部分を公民館で、より高

度な部分を大学の開放講座で分担する協働方式」といった、非常に建設的な提言も見られ

た。

⑦ 共催 ・委託方式導入のための必要条件

続くSQ4で 、共催 ・委託方式を推進する上で必要な条件整備措置について尋ねてみた。

単純集計では、 「大学等とのコネクショソ」(53%)を 指摘する回答が最 も多 く、次いで

「予算措置」(40%)、 「公民館 ・生涯学習セソター等の施設整備」(22.5%)の 順 となっ

ている。これをさらに地域特性別に見てみると、 「急増地域」は他の地域に比 して、いず

れの項 目も高い回答比率 となっている。他方団体別に見た場合、 「市」 レベルでは 「大学

等とのコネクショソ」(57.1%)が 、また 「町」 レベルでは 「公民館 ・生涯学習セソター
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等の施設整備」(37.5%)と 「住民の理解」(25%)が 、特に重要な条件整備措置 として

捉えられているようである。そ して 「村」 レベルでは、 「予算措置」(40%)が 必要条件

として認識 されている。

こうした回答結果は、各地域 ・団体の抱える以下のような実状に起因す るものと思われ

る。すなわち、 「市」 レベルでは、生涯学習推進のためのハー ド面の整備は、シビル ミニ

マム実現とのからみからある程度完了 しているものと思われる。そのため当面の関心は、

「どのような教育資源を、どのように利用 して生涯学習機会を提供するのか」 というソフ

ト面の充実にある様子が窺える。また 「町」 レベルは、 「急増地域」 と重なる場合 も多 く、

道路 ・学校 ・下水道など、同時多面的な社会基盤整備を迫られているのが実情であろう。

そ して回答結果から、ハー ドとしての 「生涯学習推進のための施設 ・設備」の整備は、そ

れ らの中の優先整備事業の一つとして行政側に認識 されていると把握できよう。だが、多

岐にわたる住民の行政需要の中から、莫大な公財政支出を伴 う 「施設 ・設備」を優先整備

事業とするためには、住民の合意、すなわち 「住民の理解」が不可欠の要素となるのは当

然の帰結であろう。さらに 「村」 レベルでは、脆弱な財政基盤の中で、生涯学習事業推進

のための施設 ・設備としての 「ハー ド」、および学習プログラムや学習機会としての 「ソ

フ ト」の両面にわたって整備を迫られている。 したがって、共催 ・委託方式による生涯学

習の推進にあたっては、そのプライオ リティをめぐって必然的に 「予算措置」が最重要検

討課題 とならざるを得ない。

(3)生 涯学習システム構築における大学の役割

① 大学の寄与 ・貢献可能分野

間7で 、市町村が生涯学習システムを構築する際に、大学が寄与 ・貢献可能な分野を聞

いてみた。最 も多かった回答は、 「講師の派遣等の人的資源の提供」(90%)で あった。

次いで 「生涯学習推進事業の企画 ・運営への助言 ・協力」(47.5%)が 続き、 「生涯学習

計画策定への助言 ・協力」と 「生涯学習プログラムの研究開発」(45%)が それぞれ同数

であった。 これをさらに地域別 ・団体別にクロス分析 してみた。単純集計で最 も高い回答

比率を示 していた 「人的資源の提供」は、どの地域 ・団体でも比較的高い回答比率を示 し

ており、地域 ・団体による差異は認められない。だが、 「過疎地域」および 「村」 レベル

においては、 「学習需要調査への助言 ・協力」 と 「生涯学習専門指導者の養成」が大学の

寄与 ・貢献可能領域として捉えられている。また、 「市」 レベルでは 「大学の保有する物

的資源の提供(施 設 ・設備の開放)」 が、そ して 「町」 レベルでは 「生涯学習計画策定へ

の助言 ・協力」が、それぞれ高い回答率を示 していることはきわめて特徴的である。

以上の回答結果にかんがみれば、 「過疎地域」および 「村」 レベルでは、生涯学習推進

の前提ない しは基礎的部分で、われわれの寄与 ・貢献を期待 しているものと思われる。そ

れは、0に 政策形成のための人的 ・物的手段の制約の故であろ う。また意外であったのは、

「市」 レベルで、 「大学の保有す る物的資源の提供(施 設 ・設備の開放)」 を大学の重要

な寄与 ・貢献部分として位置づけていることである。上記の調査結果に見られるように、
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「市」 レベルではすでに既存の公共施設 ・設備を利用 した、スタソダー ドな生涯学習事業

は、ある程度実施されているものと思われる。だが、生涯学習資源として利用 されるこう

した類の施設 ・設備は、多 目的 ・普遍的用途に供 されるものであり、必ず しも学習 ・教育

専用施設 ・設備ではない。それゆえ、生涯学習に利用 し得るキャパシティも自ず と限られ

たものにならざるを得ない。また、 こうした既存施設 ・設備を利用 したプログラムは、生

涯学習上のシビル ミニマムに対応 したスタソダー ドなものである。さらに、問3に 対する

回答結果からも明らかなように、生涯学習専用施設 としての 「生涯学習セソター」の整備

は、遅々として進んでいない。 したがって、より教育 ・学習上の付加価値に富む生涯学習

事業の推進にあたっては、どうして も 「大学の保有する物的資源」のバックアップが必要

不可欠 となろう。その結果大学は、公的 「生涯学習セソター」に代替す る、あるいはそれ

を補填する地域の 「生涯学習セソター」としての機能を果たすことを期待されているもの

と推察 される。

② 生涯学習に関する大学の研究への期待

問8で 、やや視点を変えて、生涯学習推進のために大学はどのような研究をなすべきか

聞いてみた。回答結果によると、 「学習情報提供に関する研究」に最 も高い期待(45%)

が寄せられている。以下、 「高齢者教育プログラムの研究 ・開発」および 「学習相談に関

する研究」(32.5%)、 「ニューメディアの開発生涯学習的利用に関する研究」(30%)、

「青少年教育プログラムの研究開発」(27.5%)の 順 となっている。 したがって、生涯学

習実践を行 う市町村は、 目下解決を迫 られている課題一すなわち、①新 しいメディアを媒

介とした学習情報の効率的提供、②わが国社会の抱える高齢者問題と青少年教育問題、に

資する研究に期待を寄せているといえよう。

(4)生 涯学習概念の把握

最後に、 「生涯学習」という言葉を、市町村の生涯学習担当部課のスタッフがどのように

把握 しているのかを聞いてみた。 この設問項 目は、 「住民対象の調査」および 「本学教員対

象の調査」と共通設問項 目である。 したがって、住民及び大学のスタッフ、並びに生涯学習

担当部課スタッフの意識のズレを分析す ることは、生涯学習推進に当たって惹起 される諸問

題の根底にある原因を解明する鍵となるものと思われる。回答結果は、 「地域活性化 ・ボラ

ソティア活動など、まちづくり・社会参加のための学習機会の提供」 と、 「0人 一人が自分

の目的に応 じて学習する機会の提供」が最 も多 くなっていた。また、優先度を加味 した集計

では前者が最も高い評価を得ていた。

住民対象の調査では、 「人生の意味や生きがいを見つけること」が、また大学スタッフ対

象調査では、 「一生勉強だと心がけて学習 し続けること」が、それぞれモー ドであった。こ

うした結果に照 らして見ると、生涯学習担当部課スタッフの生涯学習概念の把握傾向は、

「まちづ くり・社会参加のための学習機会」として捉 らえる点に際立った特徴があると指摘

できよう。
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(5)本 学との連携 ・協力の可能性

問10で 、本学の生涯学習社会への取 り組みの現状を説明 した上で、本学との連携 ・協力の

可能性について聞いてみた。この設問に対 して、14市 町村から具体的回答があった。その回

答内容は、設問の主旨からややズレた連携 ・協力による生涯学習の制度 ・方法論から、具体

的な事業内容に至るまで多岐にわたっていた。本学と連携可能(あ るいは希望)内 容 として

は、生涯学習に対する大学0般 の寄与 ・貢献可能部分を尋ねた問7の 設問項 目が、ほとんど

網羅 されていた。とりわけ、講師の派遣といった 「人的資源の提供」に関する希望が多 く見

られた。 これは大学一般の場合と同一傾向である。また中には、本学の特定学科の保有する

学習情報の提供を具体的に求めたものもあった。さらには、こうした連携を考える上で前提

となる基本的データ、すなわち本学教員の名簿、専攻、経歴、研究業績、講演歴などについ

ての詳細な資料を求める意見も数多 く見られた。

生涯学習の推進に際 して、大学の最 も寄与 ・貢献可能な部分が 「人的資源の提供」であっ

たことも相まって、 「本学の保有する人的資源」の 「質」についての市町村の生涯学習担当

部課の関心はかなり高いようである。

III今 後の課題と提言

以上、高等教育機関に対す る市町村の生涯学習需要に関する調査の概要、回答結果を簡潔

に要約 し、若干の考察を加えた。 この調査研究を通 じて、以下のような課題の提起と提言が

できよう。

(1)行 政区画を越えた生涯学習システムの整備

生涯学習推進のための前提条件は、各地域 ・団体によってかなり相違 している。それはす

ぐれて、・地域 ・団体の人 口規模、財政基盤 といった行政環境に規定されるものである。かか

る差異は、生涯学習基盤整備状況、事業内容、生涯学習資源としての大学に対す る意識、お

よびその利用状況等に関する回答内容にも、少なからぬ影響を及ぼ している。またこうした

事態は、居住地域による生涯学習サービスの質的 ・量的格差をより一層拡大す る懸念 もある。

そ して究極的には、教育の根幹に関わる基本的理念としての 「機会均等原理」を損なうこと

にもな りかねない。そのため、生涯学習推進のための補助金制度のより一層の整備拡充が求

められるが、財政事情逼迫の折からあまり望むべくもない。その結果、各市町村のより一層

の自助努力が待たれるのである。調査結果からも明らかなように・同 じ特性をもつ地域・同

種団体には同質の生涯学習課題が内在 していた。 したがって各市町村は、その課題解決のた

めに、互いの資源の相互 ・共同利用をは じめとす る相互協力システムー いわば地域圏共同生

涯教育システムの開発を視野に入れた戦略を立て る必要があろう。それは、組織融合による

スケールメリット(規 模の経済)の 獲得とともに、 シナージー効果(相 乗効果)の 創出が期

待できるのである。

こうしたシステムの構築のために、大学はその専門的指導 ・助言を通 して市町村相互間の

協力関係を促進 しなければならない。また、その仲介役 としての役割 を果たすことに、大学
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の新たな寄与 ・貢献部分が見出されるのである。

(2)共 催 ・委託方式の推進

生涯学習資源 としての高等教育機関の利用率は、調査結果からも明らかなように、地域特

性、団体種別によって多少の違いが認められるものの、総 じてあまり高 くない。 とりわけ共

催 ・委託方式は、ほとんどの市町村で導入されていなかった。また、緊縮財政の中、地方の

社会教育関係費は若干の伸びを示 しているが、その内実は普通建設事業費、つまり生涯学習

関連施設 ・設備の整備事業費が多 くを占めている。それは、いわゆるハコモノ(公 共施設)

建設という実績強調主義による自治体首長の再選戦略にも、一因がある。そのため、よしん

ばハー ドとしての施設 ・設備の整備は完了して も、ソフト面での充実まで手が回 らず、せっ

か くの生涯学習資源が遊休施設化 している現状 もある。そ してこうした事態は、地域の抱え

る地理的制約条件、大学との関係づ くりの困難さといったことを克服することによって、打

開 しうるものである。それ故この方式は、市町村の高等教育機関に対する潜在的生涯教育需

要を掘 り起 こし、新 しい高等教育市場開拓の強力な推進力とな り得るものである。また、(1)

の課題に具体的に対応する方法論 としても有効である。 したがって、 こうした方式の導入に

あたっては、市町村と大学 との関係づくり、パイプづ くりが最優先課題となろう。

さらに市町村からは、 「大学の保有する人的資源」の 「質」について、高い関心が寄せら

れていた。市町村 との関係づ くりのプロセスは、大学を取 り巻 く新 しい潮流に対するわれわ

れの対応のあ り方を規定するものと思われる。すなわち大学は、現在 自己改革 と新機軸の展

開を迫られている。その一つに 「自己点検 ・評価の実施」が挙げられるが、その実施方法に

もこうした新 しい高等教育市場の開拓を念頭に置いたPR・ 広報戦略が必要となろう。

(3)地 域の実情に合った生涯学習事業の展開

調査対象地域では、 「文学 ・歴史」、 「情報化社会への対応」 といったテーマに強い地域

的生涯学習需要が見られた。これ らは、歴史的 ・文化的風土としての 「奈良」、および新 し

い文化と知的情報の発信拠点としての 「学研都市」 という地域特性と強い関連性をもつもの

である。そ してそれは、筆者が(1)で提言 した 「地域圏(共 同)生 涯教育システム構想」の前

提条件を胚胎するものである。また、こうした生涯教育需要は、本学の教学の理念および学

部 ・学科構成とも整合性をもつ。 したがって本学は、(2)で提言 した共催 ・委託方式のより一・

層の推進によって、 こうした地域的生涯学習需要に十分応答 し得 るし、また積極的に応答す

べきであろう。その際、その地域(圏)の 特性を踏まえた生涯学習プログラムを提供すべ き

ことは申すまでもない。加 えてそのプログラムの内容 ・教授方法は、生涯学習に適合 したも

のでなければならない。われわれは、そのための創意工夫を求められることになろう。

またここでは、生涯学習化戦略の中で高等教育機関としてのアイデソティティをどこに求

めるのか、つまり巷間のカルチャー ・セソターを中心とした一般社会的文化 ・教養サービス

と、大学の提供する生涯学習サービスとの違いは何なのか、という問題を回避することはで

きない。安易な大学のカル ・セソ化(カ ルチャー・セソター化)は 避けるべきであり、大学経

営戦略としてはむ しろ危険ですらある。それは、高等教育機関としての独自性を喪失させ、
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大学教育サービスの基幹部分そのものの差別化に失敗 し、ひいては経営破綻の遠因ともな り

かねない。われわれはこの点を肝に銘 じるべきであろう。(高 見 茂)
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